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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月

売上高 (百万円) 60,391 54,179 49,792 48,311 49,776

経常損益（△は損失） (百万円) 1,671 △110 644 545 1,593

当期純損益（△は損失） (百万円) 439 △1,615 263 235 471

包括利益 (百万円) － － － 76 628

純資産額 (百万円) 40,877 37,740 37,451 36,958 36,007

総資産額 (百万円) 61,992 59,984 59,602 60,739 59,651

１株当たり純資産額 （円） 178.15 165.58 164.32 162.16 163.48

１株当たり当期純損益金額
（△は損失）

（円） 1.91 △7.05 1.15 1.03 2.09

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 65.93 62.91 62.83 60.84 60.36

自己資本利益率 （％） 1.06 △4.10 0.70 0.63 1.29

株価収益率 （倍） 70.15 － 117.39 101.71 81.97

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 983 1,808 4,191 4,935 4,323

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,778 △3,092 △3,473 △3,292 △5,030

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,159 1,797 164 716 △2,717

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 9,645 10,142 11,030 13,384 9,957

従業員数
（人）

1,813 1,757 1,630 1,577 1,529

(外、平均臨時雇用者数) (1,138) (998) (924) (921) (882)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第５期、第７期、第８期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在

しないため、第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等　 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期
決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月

営業収益 (百万円) 2,316 2,230 1,939 1,894 1,962

経常利益 (百万円) 1,395 1,290 1,210 1,217 1,232

当期純利益 (百万円) 1,305 949 1,157 1,200 1,165

資本金 (百万円) 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

発行済株式総数 (千株) 239,487239,487239,487239,487239,487

純資産額 (百万円) 42,101 41,705 42,290 42,921 42,508

総資産額 (百万円) 57,730 58,547 59,589 62,008 60,524

１株当たり純資産額 (円) 183.49 182.98 185.55 188.32 192.99

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
5.00
(2.50)

3.75
(2.50)

2.50
(1.25)

2.50
(1.25)

3.00
(1.25)

１株当たり当期純利益金額 (円) 5.68 4.15 5.07 5.26 5.18

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 72.92 71.23 70.97 69.21 70.23

自己資本利益率 (％) 3.10 2.26 2.75 2.81 2.72

株価収益率 (倍) 23.59 31.56 26.62 19.92 33.18

配当性向 (％) 88.02 90.36 49.30 47.45 57.87

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
34
(6)

33
(7)

17
(4)

19
(2)

20
(1)

　（注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

［前史］ 　

平成15年５月 フランスベッド株式会社及びフランスベッドメディカルサービス株式会社（以下「両社」とい

う。）は、株式移転により完全親会社（共同持株会社）である当社を設立し、経営統合を行う

「株式移転契約書」を締結。

平成15年６月 両社の定時株主総会において、株式移転による当社の設立について、承認決議。

［提出会社設立以降］

平成16年３月 両社の株式移転により、当社を設立。

　 当社の株式を東京証券取引所（市場第１部）及び大阪証券取引所（市場第１部）に上場。

平成16年11月 フランスベッド販売株式会社（連結子会社）をフランスベッド・トレーディング株式会社（連

結子会社）に吸収合併。存続会社は同日にフランスベッド販売株式会社に商号変更。

平成17年５月 France bed International (Thailand) Co.,Ltd．を設立。

平成18年１月 韓国フランスベッド株式会社を設立。

平成21年３月 大阪証券取引所上場廃止。

平成21年４月 フランスベッドメディカルサービス株式会社（連結子会社）をフランスベッド株式会社（連結

子会社）に吸収合併。

平成21年12月 株式会社翼（現・非連結子会社）の株式をフランスベッド株式会社が取得。

平成22年１月 韓国フランスベッド株式会社の株式を売却。

平成23年５月 株式会社アドセンター解散。

　

３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と子会社７社（連結６社、非連結１社）で構成され、メディカルサービス事業、インテリア健

康事業を主な事業内容としております。

当社グループの事業内容及び関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、セグメント情報におけるセグメントの区分は下記の区分と同一であります。

また、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表

等　（1）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

セグメントの名称 事業の概要 主要な会社

メディカルサービス 医療・介護用ベッド、福祉用具の製造、

仕入、レンタル、小売及び卸売、病院・ホ

テル等のリネンサプライ

フランスベッド㈱

㈱翼

インテリア健康 ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕

入及び卸売

フランスベッド㈱

東京ベッド㈱

フランスベッドファニチャー㈱

France bed International (Thailand) Co.,Ltd.

その他 戸別訪問販売、日用品雑貨販売、展示会

場設営及び不動産賃貸等

フランスベッド㈱

フランスベッド販売㈱

㈱エフビー友の会

（注）１．㈱エフビー友の会は、子会社フランスベッド販売㈱の子会社で同社が販売する商品の前払式特定取引契約に

よる友の会会員を募集し、当該会員に対する商品の販売斡旋を行っております。

２．非連結子会社名：㈱翼

㈱翼は小規模会社であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので、連結の範囲から除外しており

ます。
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［事業系統図］

　事業の系統図は次のとおりであります。なお、取引関係については、主要なもののみ記載しております。

　

　（注）㈱アドセンターは、同社が行っていた広告代理店事業等を当社子会社であるフランスベッド販売㈱に譲渡し、平成

23年５月１日をもって解散いたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合(％)

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

フランスベッド㈱ 東京都昭島市 5,604百万円
メディカルサービス
インテリア健康
その他

100.0

経営指導
資金援助「ＣＭＳ」
建物の賃貸
役員の兼任…有

フランスベッド
ファニチャー㈱

佐賀県
三養基郡
上峰町

50百万円 インテリア健康
100.0
(100.0)

資金援助「ＣＭＳ」

フランスベッド販売㈱ 東京都調布市 10百万円 その他
100.0
(100.0)

資金援助「ＣＭＳ」
役員の兼任…有

㈱エフビー友の会 東京都調布市 100百万円 その他
100.0
(100.0)

－

東京ベッド㈱ 東京都港区 50百万円 インテリア健康
100.0
(100.0)

資金援助「ＣＭＳ」
役員の兼任…有

France bed
International
(Thailand) Co.,Ltd.

タイ王国
バンコク市

63百万
タイバーツ

インテリア健康 100.0役員の兼任…有

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

３．フランスベッド㈱は特定子会社であります。

４．連結子会社のうち有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５．連結財務諸表提出会社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を行うため、フランスベッドホールディン

グスグループ・キャッシュ・マネジメント・サービス（「ＣＭＳ」）を導入しております。なお、詳細は、

「第５　経理の状況　２　財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項（貸借対照表関係）」に記載しております。

６．フランスベッド㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 フランスベッド㈱

(1) 売上高 45,184百万円

(2) 経常利益 1,527百万円

(3) 当期純利益 602百万円

(4) 純資産額 34,887百万円

(5) 総資産額 54,467百万円

７．France bed International (Thailand) Co.,Ltd.の資本金は、登録資本金200百万タイバーツのうち、払込済

資本金63百万タイバーツを記載しております。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

メディカルサービス 862(523)

インテリア健康 613(224)

その他 34(134)

全社（共通） 20 (1)

合計 1,529(882)

(注) １．従業員数は就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

20(1) 43.8 19.4 6,612,052

　

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 20(1)

合計 20(1)

(注) １．従業員数は就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員数であります。

３．当社従業員は主にフランスベッド㈱からの出向者であり、平均勤続年数はその勤続年数を通算しております。

４．平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の従業員は主にフランスベッド㈱からの出向者であるため労働組合は組織されておりません。また、一部を除

く国内連結子会社はフランスベッド労働組合に属しております。

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による景気の低迷から回復の兆しがみられたもの

の、夏以降は急速な円高の進行や欧州政府債務危機の顕在化による世界経済の減速が、景気の持ち直しを緩やかな

ものといたしました。

このような経済環境のなか、当社グループの中核事業会社であるフランスベッド株式会社におきましては、従前

のメディカルサービス事業本部、インテリア健康事業本部及び法人施設事業本部の３事業本部を統合した統括事業

本部を平成23年４月に設置いたしました。この組織変更は、各事業本部間の垣根を取り払い、事業融合効果の更なる

発現と効率的な業務運営を企図したものであり、成長を続けるメディカルサービス事業に経営資源を投下し、更な

る収益の拡大を図るとともに、インテリア健康事業においては構造改革の継続と高付加価値商品の拡販等による収

益性の改善を目指してまいりました。

当期において、事業融合効果を発現していくために取り組んだ施策のひとつが、新ブランド「リハテック」の展

開です。前期（平成23年３月期）に立ち上げましたこの「リハテック」につきましては、４月から「電動アシスト

三輪自転車」の全国展開を開始したほか、自立や外出を促す電動車いす「ちょいぱる♪」や、ブレーキのかけ忘れ

による事故を防ぐ効果がある自動ブレーキ付車いす「セーフティオレンジ」など、『“人にやさしい”モノづく

り』というコンセプトのもと、日常生活活動の向上をサポートする新製品７機種を当期において開発し、メディカ

ルサービス事業のみならず、インテリア健康事業を含む当社グループが保有する全ての販路を活用しながら、より

活動的な生活を望むシニア層に向けてご提案してまいりました。

また、「リハテック」ブランドの認知度を高めるために、平成23年６月には記者発表会を開催し、その模様はテレ

ビ、新聞・雑誌やインターネットなど様々なメディアに取り上げられました。なお、当商品群につきましては、何ら

かの障害をお持ちの方やご高齢の方に向けた商品であることから、販売促進にあたっては、詳しい商品説明はもと

より、使い勝手やフィット性を確かめていただくための試乗や体験を前提としております。ショールームや展示販

売会での体験機会を増やし、試乗会を各地で催すなど、ご納得いただいた上でのご利用に努めてまいりました。

これらの結果、当社グループにおける当連結会計年度の売上高は49,776百万円（前年同期比3.0％増）、営業利益

は1,625百万円（前年同期比173.5％増）、経常利益は1,593百万円（前年同期比191.9％増）となりました。また当

期純利益は、平成23年９月19日に本店を移転したことに伴い、同時に移転した子会社も含めて発生した移転費用149

百万円を特別損失に計上したことや、平成23年12月２日に法人税率引下げに関連する法律が公布されたことに伴

い、繰延税金資産の取崩しを行うなど、法人税等調整額に237百万円を計上したことにより、471百万円（前年同期比

100.5％増）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期の

数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①メディカルサービス事業

メディカルサービス事業においては、介護保険の給付額が増加している福祉用具貸与市場に対して、営業拠点を

11箇所（長野県松本市、岡山県倉敷市、東京都杉並区、横浜市港北区、群馬県館林市、大阪府茨木市、兵庫県明石市　

等）新設し、レンタルを中心とした売上高の拡大を図りました。

また、当期は新商品として、スプリングの寝心地と介護ベッドに求められる薄さを両立した業界初の介護用高密

度連続スプリング使用の在宅介護用マットレス「ＳＭ－12」や、「リハテック」ブランド商品７機種などを市場に

投入いたしました。これらの新商品につきましては、介護支援専門員や代理店を対象とした研修会や商品説明会を

開催するとともに、一部地域でのテレビコマーシャルの放映により、顧客数の拡大とブランドイメージの向上に努

めてまいりました。特に「リハテック」ブランド商品のひとつである、自動ブレーキ付車いす「セーフティオレン

ジ」は、臨床データに基づき産学共同研究により開発された商品として多くの注目を集め、様々な媒体に取り上げ

られました。

軽介護度者の介護予防サービスに特化した通所介護施設「悠悠いきいき倶楽部」は、高齢化が進展するなかで通

常のデイサービスは介護度の高い方を対象としているため、満足のいくサービスが受けられない多くの軽度者（要

支援認定者）がいることに着目し、こうした要支援認定を受けた軽度者を対象に、運動特化型短時間制デイサービ

スを設立いたしました。東京都調布市に１号店を平成22年２月に開設して以来、現在までに10箇所をオープンして

おります。この内、４箇所がフランスベッド株式会社の直営店であり、６箇所はフランチャイズ店として開設いたし

ております。このフランチャイズ店の運営主体は、介護福祉関連企業に限らず、家具販売店をはじめ、多様な業種か

らの加盟を働きかけております。

　また、設備投資が増加傾向にある病院や福祉施設等に対しましては、当期より営業拠点及び営業員を増加させ、研

修による戦力化を推し進めるとともに、施設物件向けの新商品を積極的に市場展開し、物件取引の受注獲得に注力

いたしました。

さらに、最先端の医療技術と現代のリハビリが融合した、対象筋に電気刺激を与えて筋肉を活性化させるリハビ
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リテーションシステム「バイオネス」の医療機関向け営業を促進するとともに、代理店向け説明会を開催して新規

取引の増加に努め、拡販体制の強化に取り組んでまいりました。

以上の結果、メディカルサービス事業の売上高は27,015百万円（前年同期比7.6％増）、営業利益は1,626百万円

（前年同期比24.1％増）となりました。

②インテリア健康事業

インテリア健康事業においては、消費マインドに持ち直し傾向がみられるものの、当社グループが主力とする中

・高価格帯の家具需要には結びつかず、経営環境は依然として厳しい状況が続いております。

このような状況のなか、主力商品である「ライフトリートメントマットレス」シリーズや、世界有数のベッドブ

ランドである「スランバーランド」シリーズなどの高級感のある上質な商品の拡販を図りました。また、電動リク

ライニングベッドでは、医療や介護の分野で培った技術やノウハウを活かした「プレオックス」シリーズの発売を

開始したほか、アクティブシニア向けの高品質な「グランマックス」シリーズを発表しました。この「グランマッ

クス」シリーズは、天然木や象嵌加工などを用い、高品質でデザイン性に優れていることに加え、背上げ・脚上げリ

クライニング機能を有し、さらに、上下昇降機能を追加することで、家庭用介護ベッドとしても利用できる商品で

す。このように、同事業では、付加価値の高い商品の販売促進に努めました。

また、「リハテック」ブランド商品である電動アシスト三輪自転車を家具販売店などの店頭で試乗販売会を行う

など、本格的な高齢社会に向けての商品の投入と拡販に努めてまいりました。

さらに、収益改善施策の一環として、海外から低価格帯商品の流入が増大している状況に鑑み、自社製造商品はも

とより、購入原材料に至るまで最大限のコストダウンを図るとともに、東日本地区の物流体制の見直しとして、外部

から賃借していた大型倉庫を解約することにより、物流コストの引き下げを図るなど、コスト削減の徹底により、市

場競争力のある商品価格の維持に取り組んでまいりました。

以上の結果、インテリア健康事業の売上高は19,077百万円（前年同期比1.2％減）、営業損失は47百万円 （前年

同期は営業損失626百万円）となりました。

③その他

その他の事業の日用品雑貨販売事業においては、取扱商品の見直しや不採算店舗の撤退などを行ない、収益の改

善を進めてまいりました。また、東日本大震災で被災した店舗も復興需要と相まって、順調に回復してきておりま

す。

また、戸別訪問販売事業においては、特定商取引法や割賦販売法の規制強化の影響による売上高の減少が続いて

いることから、営業拠点の統廃合や費用の削減を継続して実施するとともに、会員数が減少している予約前受金事

業（友の会事業）の見直しを図りました。

以上の結果、その他の売上高は3,683百万円（前年同期比5.1％減）、営業利益は10百万円（前年同期は営業損失

188百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物残高が前期末と比較して3,427百万

円減少し9,957百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、4,323百万円の収入（前年同期は4,935百万円の収入）となりました。主

な要因として、収入については、税金等調整前当期純利益1,382百万円、非資金項目である減価償却費3,735百万円な

どの計上や、仕入債務の増加547百万円などによるものであり、支出については売上債権の増加1,792百万円などに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、5,030百万円の支出（前年同期は3,292百万円の支出）となりました。主

な要因は、有形固定資産の取得3,136百万円、有価証券の取得2,498百万円や定期預金の預入2,500百万円などの支出

に対し、有価証券の償還1,499百万円や定期預金の払戻1,500百万円などの収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,717百万円の支出（前年同期は716百万円の収入）となりました。主な

要因としては、長期借入金の返済225百万円、社債の償還775百万円、自己株式の取得1,013百万円、配当金の支払額

564百万円などの支出によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変

更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

(1) 生産実績

①　生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

前年同期比（％）

メディカルサービス（百万円） 2,900 98.8

インテリア健康（百万円） 7,911 100.7

その他（百万円） － －

合計（百万円） 10,812 100.2

(注) １．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②　外注実績

当連結会計年度の外注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

前年同期比（％）

メディカルサービス（百万円） 1,510 142.3

インテリア健康（百万円） 1,666 104.6

その他（百万円） 183 29.3

合計（百万円） 3,359 102.5

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．「その他」が前年同期比29.3％になっている要因は、前連結会計年度において連結子会社でありました㈱ア

ドセンターが清算により、連結の範囲から除かれたためであります。

　

③　仕入実績

当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

前年同期比（％）

メディカルサービス（百万円） 6,344 107.0

インテリア健康（百万円） 2,207 114.8

その他（百万円） 1,264 110.1

合計（百万円） 9,816 109.1

(注) １．金額は仕入価格によっており、セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループの製品につきましては全般的に生産に要する期間が短く、また、同一製品において見込生産と受注

生産を行っており、区分して算出するのが困難なため記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

前年同期比（％）

メディカルサービス（百万円） 27,015 107.6

インテリア健康（百万円） 19,077 98.7

その他（百万円） 3,683 94.8

合計（百万円） 49,776 103.0

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 

３【対処すべき課題】

今後のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等により、景気の緩やかな持ち直しが期待されるものの、依然と

して欧州政府債務危機や原油高等の懸念材料も残存することから、先行き不透明な状況が続くことが予想されており

ます。

現在のこのような経済環境に加え、今後起こり得る社会・経済情勢の変化を想定したとき、当社グループにあって

は、メディカルサービス事業とインテリア健康事業の統合を更に推し進め、その融合効果を最大化することが、当社グ

ループの持続的成長と企業価値の最大化に繋がるものと確信いたしております。

今後、当社グループでは、メディカルサービス事業は、福祉用具レンタル事業や病院・高齢者施設向けの医療・介護

用ベッドの販売に加え、訪問診療や訪問介護にも対応できる在宅医療器レンタル事業にも注力してまいります。また、

インテリア健康事業においては、高付加価値・高機能家具を中心に据えるとともに、少子高齢化社会に対応し、高齢者

の方が外に出て元気になっていただくための「リハテック」ブランド商品を始めとする高齢者向け商品を家具販売

店経由で販売するなど、グループ全体で高齢社会に向けた事業の取り組みを一層強化し、「人々が活き活きと暮らせ

る高齢社会に向けて、潤いのある生活を提案していく企業」を目指してまいります。

　 

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 当社グループの事業環境について

①　当社グループが行っているメディカルサービス事業は、介護保険制度に大きく依存しております。したがって、

この介護保険制度の改定等がおこなわれた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及

ぼす可能性があります。

②　当社グループが行っているインテリア健康事業の取引先が属する市場は、景気動向、地価動向及び住宅税制等の

影響を比較的受け易い傾向にあります。したがって、景気の低迷による所得の減少、市場金利の上昇、地価上昇及

び住宅税制の課税強化等により、同市場の需要が減少した場合には、売上高が減少し、取扱製商品の販売価格が下

落する等により利幅が縮小する可能性がある他、取引先の経営状態の悪化や、貸倒れの発生等により当社グルー

プの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

③　当社グループの事業にあって、「その他」の事業に区分される戸別訪問販売事業は、法律の規制を受ける事業で

あるため、関係法律の改定等がおこなわれた場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を

及ぼす可能性があります。また、日用品雑貨販売事業は、消費者の感性やファッション性、プライスライン及び店

舗環境等により、業績が左右されるため、当社グループが市場の変化を十分に予測できず、魅力ある商品を提供で

きない場合には売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 製品の欠陥について

当社グループは各工場において、ＪＩＳ（日本工業規格）及び同規格よりも厳しい独自の品質基準に基づくＦＥ

Ｓ（FRANCEBED　ENGINEERING　STANDARDS）に則して各種の製品を製造しております。

しかし、すべての製品について欠陥が発生しないという保証はありません。また、当社グループは製造物責任賠償

に係る保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありま

せんし、引き続きこのような保険に加入できるとは限りません。

　万一製品の欠陥を生じ、当社グループが賠償責任を負う場合、また顧客の安全のために大規模なリコールを実施し

た場合等においては、多額のコストを発生することとなり、さらに製品に対する評価を大幅に低下させ、ブランドを

毀損した場合には、売上高が減少し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 個人情報漏洩等について
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当社グループは、事業の特性上大量の顧客情報等の個人情報を取扱っており、個人情報保護には特に配慮して対

策を進め事業活動を行っておりますが、万一個人情報の漏洩があれば、法的責任を負う可能性がある他、信用を大き

く毀損することとなり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 信用について

当社グループは様々な営業取引を行っており、取引先の信用悪化や経営破綻等による損失が発生する信用リスク

を負っております。

したがって、当該リスクを管理するために、取引先毎に取引限度額や代金決済方法等を定め、更に債権管理委員会

を設置して機動的な運営を行っております。

しかし、このリスクを全て排除することは困難でありますので、取引先の信用悪化や経営破綻等があれば当社グ

ループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 為替変動等について

当社グループは原材料及び取扱製商品の輸出入取引を行っており、それらに係る外貨建金銭債権債務（外貨建予

定取引を含む。）について、為替相場の変動リスクを有しております。そのため当社グループは、為替相場の変動に

よるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っておりますが、間接的な影響を含め、これをすべて排除す

ることは困難であります。したがって、為替相場の変動が当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。

また、当社グループの輸出入取引は、アジア・ヨーロッパを中心とした複数の国々と行っており、今後もその取引

は継続されます。したがって、各国の経済情勢の変化及び災害の発生等に伴う輸出入環境の変化が当社グループの

業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　 

５【経営上の重要な契約等】

技術援助契約の概況

　当社グループの技術導入に関する契約の主なものは次のとおりであります。

契約会社名
契約先

契約締結年月日 契約の内容 摘要
国名 名称

フランス

ベッド㈱

米国
レゲット・アンド・

プラット社
平成11年４月１日

寝姿勢対応ヘリカル技術の

独占使用権

(1）対価　実施料

(2）契約期間　特許有効期間終了まで

英国

ヒルディング・アン

ダーズ・UK・ピー・

エル・シー社

平成22年５月20日
ベッドの製造技術及び商標

使用権

(1）対価　実施料

(2）契約期間　平成27年12月31日まで

　　

６【研究開発活動】

当社グループは、「創造と革新により『豊かさとやさしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカンパニー

を目指す」という経営理念のもと、健康で安全な生活の実現のためにご利用者一人ひとりにふさわしい機能をもった

創造性豊かな「付加価値のある商品」の提供を企業の使命と考え、研究開発活動を行っております。また、フランス

ベッド株式会社では、海外及び国内の「薬事法」規制に対応するため、平成18年度に取得したＩＳＯ１３４８５／Ｉ

ＳＯ９００１の認証機関による認証取得の継続維持を行うとともに、輸出相手国から求められるコンプライアンス対

応を行うため、商品の開発から販売に至るＱＭＳ（Quality Management System）を機能させ、一層の品質改善に努

め、お客様から信頼される企業グループを目指してまいります。

当連結会計年度における当社グループの研究開発費の総額は200百万円であり、これにはフランスベッド株式会社

スリープ研究センターの人間工学・医学面からの健康に関する寝具や睡眠についての総合研究等の基礎研究費が含

まれております。

主な活動内容及び成果は次のとおりであります。

（メディカルサービス）

　昨今、福祉用具における安全性への要求がますます高まりつつあります。当事業として、介護ベッドを安全に使用

していただくためにＪＩＳベッドの拡充と安全パーツの設定を行なうと共に、業界団体と協力し、注意喚起の啓蒙

活動を行ないました。新たな商品としましては、背上げらくベッド専用の「エアーマットレス」や「ウレタンマッ

トレス」を開発し市場投入いたしました。また、快適性と安全性を兼ね備えたベッド以外の介護用品として、横移動

機能付き車椅子「サイドウェイ」や自動ブレーキ付き車椅子「セーフティオレンジ」を開発いたしました。この事

業におきましては、介護を行う方、介護される方の利便性や安全性を追求した福祉用具の開発を行ってまいります。

また、平成22年４月に10年ぶりに診療報酬がプラス改定されるなど、医療環境に変化の兆しが見られ始めました。

病院向けとしましては、機能性が高いベッド「ＦＢＴ」、「ＦＢＲ」シリーズを開発いたしました。今後、病院向け

に、更なる商品群の充実を図ってまいります。

老人施設向けでは、コストを重視したベッド「ＦＢ－０３０」「ＦＢ－０３１」を市場投入いたしました。今後

につきましては、更なる安全性と市場の要求する機能に重点を置き、商品開発を行なってまいります。

なお、当事業に係る研究開発費は120百万円であります。
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（インテリア健康）

当事業につきましては、ベッドを中心に周辺家具を含め、高齢社会への対応を図り、高機能・高付加価値を追及し

た商品開発を行っております。

ベッドとしましては、リクライニングベッドの統廃合を行い、廉価タイプでは「プレオックス」、高級タイプとし

ては「グランマックス」の開発を行ない、市場投入いたしました。また、生活環境上の問題であるシックハウス症候

群などの環境安全に配慮したＦ☆☆☆☆（エフ・フォースター）仕様のベッドの充実も図りました。木材の違法伐

採が問題視されていることについては、合法木材供給事業者の認可を受け環境配慮にも努めております。さらに、環

境に配慮した木製フレームの開発に努め、エコマークを取得しております。

その他、機能商材として、夏涼しく冬暖かい、冷暖機能付きベッドパッドを開発し、市場投入いたしました。

次に、国内のみならず、海外（欧州、東南アジア地域）にも、当社独自の機能を持つ二つ折りマッサージ機の新し

い型式の追加と海外輸出を行なってまいりました。

新規事業につきましては、リハテックシリーズとして、電動自転車、電動車椅子、電動リクライニングベッドまで、

シニア世代に向けた商材の充実を図っております。

なお、当事業に係る研究開発費は79百万円であります。

また、基礎研究活動において、「ベッドと寝心地」や「病院／介護に於けるベッド機能の評価」など大学や病院等

の研究機関との共同研究を引き続き行い、健康的で快適な眠りとやすらぎの生活環境の提案を行ってまいります。

　 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループはわが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に従って過去の実績や状況に応じ合

理的だと考えられる様々な要因に基づき見積り及び判断を行っております。当社グループは特に下記の会計方針が

重要な見積り及び判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金

当社グループは、売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりますが、取引先の経営

状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

②　たな卸資産

当社グループは、定期的にたな卸資産の処分又は評価替を行うことにしております。実際の将来需要又は市場

状況が見積りより悪化した場合、追加の処分損及び評価損の計上が必要となる可能性があります。

③　投資有価証券の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のために、取引先及び金融機関の有価証券を所有しております。これら

の有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、連結会計年度末における時価が期首取得原価に比べ30％以上下

落したときは、連結会計年度中の時価の推移を勘案して、回復可能性があると認められる場合を除き減損処理を

行っております。

将来の市況の悪化や投資先の業績の不振により、現在の簿価に回復する可能性が見込めない事態が発生した場

合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

④　繰延税金資産

当社グループは、将来年度の収益力及び慎重かつ継続的に検討した実現性の高いタックスプランニングに基づ

く課税所得の見積額により回収可能性を判断し繰延税金資産の計上を行っておりますが、繰延税金資産の全部又

は一部が将来的に回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取り崩します。

⑤　退職給付引当金

　当社グループは、当該連結会計年度末の退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当該連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しておりますが、前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、統計数

値に基づいて算出される死亡率及び年金資産の長期収益率等が含まれます。長期金利の変化、年金資産の運用状

況等の年金を取り巻く市場環境の変化、医療環境の進歩、生活環境の向上等による統計数値の変化、また、報酬制

度、退職金制度の見直し等の企業環境の変化等、様々な要因により将来的に退職給付引当金に影響を及ぼす可能

性があります。

⑥　固定資産の減損

当社グループは、事業を行うにあたり固定資産を保有しておりますが、時価の下落や収益性の低下等により減

損処理が必要となった場合、減損損失を計上する可能性があります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

当連結会計年度の売上高につきましては、メディカルサービス事業は増収、インテリア健康事業は減収ながら
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も売上高が下げ止まってきたことにより、全体では増収となりました。

メディカルサービス事業は、介護保険の給付額が増加していることから積極的に営業拠点を新設するなどレン

タル売上高の拡大に努めた結果、介護用品のレンタル売上高が増収、病院施設部門においても病院や福祉施設等

の設備投資が増加していることから増収となりました。

インテリア健康事業は、集客力のあるナショナルチェーン及び大手家具店に対する売上高は増収となりました

が、中小家具店の減収に加え、ホテルにおいては震災の影響により客足が遠のいたことなどにより減収となりま

した。

この結果、当連結会計年度の売上高は、前年同期と比べ1,464百万円増加（3.0％増）し、49,776百万円となりま

した。

各セグメント別の売上高の概要につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1) 業績」もご参照く

ださい。

②　営業損益

営業損益につきましては、売上原価率の低減及び販管費の減少により増益となりました。

売上原価率低減の主な要因は、メディカルサービス事業においてはレンタル資産の回転率が向上したこと、イ

ンテリア健康事業においてはベッドや家具の原価率が低減されたこと及び外部からの賃借倉庫を解約したこと

により製品移送費が削減されたことによるものであります。

また、販管費の減少は、主に人員の減少により人件費が減少、本社移転等による賃借料の減少などによるもので

あります。

この結果、当連結会計年度の営業利益は、前年同期と比べ1,031百万円増加（173.5％増）し、1,625百万円とな

りました。

③　経常損益

経常損益につきましては、営業外収支が前年同期比16百万円の収支改善となりました。主な収支改善要因は、前

年に実施しましたコミットメントライン契約の解約及び資金調達方法を借入金から社債に変更したことによる

金融費用の圧縮であります。

この結果、当連結会計年度の経常利益は、前年同期と比べ1,047百万円増加（191.9％増）し、1,593百万円とな

りました。

④　当期純損益

税金等調整前当期純損益につきましては、特別損失に「本社移転費用」149百万円などを計上したものの、経常

利益が大幅な増益だったことにより、前年同期と比べ876百万円増加（173.0％増）し、1,382百万円の利益となり

ました。

また、当期純損益につきましては、平成23年12月２日に公布された「改正法人税法」及び「復興財源確保法」

により実効税率の引き下げが確定したため、繰延税金資産を取崩し、法人税等調整額を計上したことなどにより

税金費用が増加いたしました。

この結果、当連結会計年度の当期純利益は、前年同期に比べ236百万円増加（100.5％増）し、471百万円となり

ました。

　

(3) 財政状態の状況

①　資産

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という。）と比較して1,088百万円減少し

59,651百万円となりました。流動資産は前期末と比較して395百万円増加し33,554百万円となりました。主な要因

は、増加については有価証券3,498百万円、受取手形及び売掛金1,660百万円、減少については、現金及び預金4,383

百万円などによるものであります。固定資産は前期末と比較して1,460百万円減少し26,071百万円となりました。

主な要因は、有形及び無形固定資産の減価償却、１年基準（ワンイヤールール）適用となる定期預金の流動資産

への振替などによるものであります。

②　負債

負債は、前期末と比較して138百万円減少し23,643百万円となりました。主な要因として、増加については支払

手形及び買掛金427百万円、退職給付引当金228百万円などであり、減少については１年内償還予定の社債775百万

円、および１年内返済予定の長期借入金225百万円などによるものであります。

③　純資産

純資産は、前期末と比較して950百万円減少し、36,007百万円となりました。主な要因として、増加については当

期純利益471百万円などであり、減少については、自己株式の取得1,013百万円、剰余金の配当565百万円などによ

るものであります。

以上の結果、自己資本比率は、前期末の60.8％から60.3％となりました。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」
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に記載のとおりであります。

②　資金需要ならびに財政政策について

　当社グループにおける主な資金需要は、当社及び子会社が事業活動を行っていく上で必要な運転資金及び設備

投資資金であります。

　これらの資金需要に対しては、主として営業活動からのキャッシュ・フローと金融機関からの借入及び社債

（私募債）により調達しており、グループとして最適な資金調達を実現する為に、当社が中心となり調達を行っ

ております。

　また、当社グループではＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）を導入しており、グループ各社におけ

る余剰資金を当社に集中し、一元管理を行うことで金融費用の削減を図っております。当連結会計年度末におけ

る当社グループの有利子負債残高は9,915百万円となりました。内訳としては、短期及び長期借入金4,125百万円

（短期借入金2,125百万円、長期借入金2,000百万円）、社債3,150百万円、リース債務2,640百万円であります。

　一方、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は9,957百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て3,427百万円減少しております。将来発生し得る資金需要については、営業活動によって得られるキャッシュ・

フロー及び手元資金により、対応可能な状況であると認識しております。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり

であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、「有望なマーケットへの効果的な資金の投入」及び「生産効率向上による原価低減」を図ること

を目的とした設備投資を実施しております。

当連結会計年度の設備投資等の総額は3,218百万円であり、セグメント別の設備投資について示すと次のとおりで

あります。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。

（メディカルサービス）

有望なマーケットを持つメディカルサービス事業の成長戦略としての投資を2,842百万円実施しております。

その主なものはフランスベッド㈱のレンタル用の資産に対する投資であります。

（インテリア健康）

生産効率向上のための投資を324百万円実施しております。

生産効率向上のための投資の主なものは、フランスベッド㈱東京工場、兵庫工場等のベッド等生産設備でありま

す。

（その他）

主に不動産賃貸設備の改修として15百万円実施しております。

 

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

該当事項はありません。

　

(2) 国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員

数

(人)
賃貸用

資産

建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

工具、

器具及び

備品

土地

(面積

：㎡)

リース

資産
合計

フランス

ベッド㈱

北海道工場

物流センター

千歳サービス

センター

(北海道

 千歳市)

メディカル

サービス

インテリア

健康

生産設備

物流倉庫他
－ 80 49 0

29

(60,446)
－ 160

13

(3)

〃

東京工場

ＰＲスタジオ

東京

物流センター

(東京都

 昭島市)

インテリア

健康

生産設備

販売設備

物流倉庫

－ 546 167 55
439

(19,586)
－ 1,208

135

(30)

〃

静岡羽毛工場

物流センター

(静岡県

 掛川市)

インテリア

健康

生産設備

物流倉庫
－ 115 17 1

1,024

(82,486)
－ 1,159

35

(6)

〃

兵庫工場

ＰＲスタジオ

兵庫

物流センター

(兵庫県

 丹波市)

インテリア

健康

生産設備

販売設備

物流倉庫

－ 157 205 1
309

(173,146)
－ 674

52

(28)

〃

三重工場

物流センター

三重サービス

センター

三重営業所　

(三重県津市)

メディカル

サービス

インテリア

健康

生産設備

販売設備

物流倉庫他

19 122 9 75
54

(105,184)
21 303

42

(31)　　
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会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員

数

(人)
賃貸用

資産

建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

工具、

器具及び

備品

土地

(面積

：㎡)

リース

資産
合計

フランス

ベッド㈱

東北営業所

仙台サービス

センター

仙台ショー

ルーム　

(仙台市

 宮城野区)

メディカル

サービス

インテリア

健康

販売設備

物流倉庫他
31 539 － 9

255

(4,505)
69 905

35

(14)

〃

埼玉サービス

センター

(埼玉県

北葛飾郡

 杉戸町)

メディカル

サービス
物流倉庫他 96 24 － 3

92

(1,930)
153 370

10

(9)

〃

東京サービス

センター

(東京都

 西東京市)

メディカル

サービス
物流倉庫他 262 17 12 2 － 331 626

17

(35)

〃

千葉営業所

千葉サービス

センター

(千葉市

 稲毛区)

メディカル

サービス

インテリア

健康

販売設備

物流倉庫他
53 230 － 13

216

(2,090)
77 591

25

(14)

〃

長野営業所

健康・福祉プ

ラザ「助さん

たくさん」

長野サービス

センター

長野デイサー

ビスセンター

悠悠いきいき

倶楽部長野

(長野県

 長野市)

メディカル

サービス

インテリア

健康

販売設備

物流倉庫他
44 246 － 9

271

(4,710)
71 644

21

(29)

〃

東関西支社

健康・福祉プ

ラザ「助さん

たくさん」

枚方サービス

センター

悠悠いきいき

倶楽部枚方

賃貸物件

(大阪府

 枚方市)

メディカル

サービス

販売設備

物流倉庫

賃貸設備他

148 616 0 17
10

(8,922)
232 1,025

21

(45)

〃

広島営業所

広島サービス

センター

広島ショー

ルーム

(広島市

 安佐南区)

メディカル

サービス

インテリア

健康

販売設備

物流倉庫他
86 504 － 10

244

(7,101)
109 954

28

(10)

〃

鳥栖サービス

センター

西日本事業部

ＰＲスタジオ

九州　

(佐賀県

 鳥栖市)

メディカル

サービス

インテリア

健康

販売設備

物流倉庫他
43 157 3 11

36

(58,496)
52 304

43

(11)
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会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員

数

(人)
賃貸用

資産

建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

工具、

器具及び

備品

土地

(面積

：㎡)

リース

資産
合計

フランス

ベッド㈱

法人事業部

(東京都

 西東京市)

メディカル

サービス

インテリア

健康

洗濯設備

販売設備

物流倉庫他

3 145 81 4
624

(3,104)
1 859

75

(51)

〃

賃貸物件

(東京都

 小平市)

その他 賃貸設備 － 7 － －
281

(6,429)
－ 289 －

フランス

ベッドファ

ニチャー㈱

本社工場

(佐賀県

 三養基郡

 上峰町)

インテリア

健康
生産設備 － 63 19 0

377

(41,038)
－ 460

57

(13)

〃

東北工場

(福島県

 白河市)

インテリア

健康

生産設備

賃貸設備他
－ 27 9 0

23

(30,037)
－ 60

24

(15)

フランス

ベッド販売

㈱

熊本支店

(熊本県

 熊本市)

その他 販売設備 － 18 － －
280

(227)
－ 298

1

(1)

東京ベッド

㈱

野田工場

(千葉県

 野田市)

インテリア

健康
生産設備 － 78 82 5

3

(5,738)
－ 168 25

(注) １．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．土地及び建物の一部を賃借しております。

４．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。

５．現在休止中の主要な設備はありません。

６．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、次のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

従業員数

(人)

土地面積

(㎡)

当事業年度リース料

(百万円)

フランスベッド㈱

埼玉サービスセンター

(埼玉県北葛飾郡

 杉戸町)他

メディカルサービス 賃貸用資産 － － 74

　

(3) 在外子会社

重要な設備がないため記載を省略しております。

　 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

フランスベッド㈱

本社

(東京都新宿区)

他

メディカル

サービス

レンタル用の

賃貸資産
1,207 － 自己資金 － －

フランスベッド㈱

本社

(東京都新宿区)

他

メディカル

サービス

レンタル用の

賃貸資産
1,682 － リース － －

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末現在において重要な計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 900,000,000

計 900,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 239,487,500224,487,500
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数1,000株

計 239,487,500224,487,500－ －

（注）平成24年４月27日開催の取締役会決議により、平成24年５月18日付で自己株式である普通株式15,000,000株を消

却しております。

　　 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年２月４日
（注）１

－ 239,487 － 3,000 △38,892 750

(注) １．資本準備金の減少額は、旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替

えたものであります。

２．最近５事業年度における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減がないため、直近の増減及び残高を記

載しております。

３．平成24年４月27日開催の取締役会において、自己株式15,000千株の消却を決議し、平成24年５月18日に消却を

実施いたしました。
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（６）【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 41 39 271 68 8 13,90314,330 －

所有株式数
(単元)

－ 48,6151,26230,2934,706 8 154,320239,204283,500

所有株式数
の割合(％)

－ 20.32 0.53 12.67 1.97 0.00 64.51 100 －

(注) １．自己株式19,233,950株は、「個人その他」に19,233単元及び「単元未満株式の状況」に950株を含めて記載し

ております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。

　　 

（７）【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

池田　茂 東京都国分寺市 32,050 13.38

有限会社しげる不動産 東京都昭島市中神町1148 16,550 6.91

永井　美代子 東京都三鷹市 11,972 4.99

早崎　静子 東京都立川市 11,972 4.99

渡部　恵美子 東京都府中市 11,972 4.99

池田　シノエ 東京都国分寺市 10,413 4.34

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 8,985 3.75

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 7,058 2.94

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,248 2.19

フランスベッド取引先持株会 東京都新宿区西新宿６丁目22番１号 3,951 1.65

計 － 120,175 50.18

(注) 上記のほか当社保有の自己株式19,233千株（8.03％）があります。

　 

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

有価証券報告書

20/91



（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式（自己株式等） － － －
議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 19,233,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 219,971,000 219,971 －

単元未満株式 普通株式 283,500 － －

発行済株式総数 　 239,487,500 － －

総株主の議決権 － 219,971 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）含まれ

ております。

　

②【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

フランスベッドホールディ
ングス株式会社

東京都新宿区西新宿
６丁目22番１号

19,233,000 － 19,233,000 8.03

計 － 19,233,000 － 19,233,000 8.03

　 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年８月５日）での決議状況

（取得期間　平成23年８月８日～平成23年９月22日）
5,000,000 550,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 3,395,000 362,128,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,605,000 187,872,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 32.1 34.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 32.1 34.1
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年10月31日）での決議状況

（取得期間　平成23年11月１日～平成23年12月22日）
1,600,000 187,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,520,000 186,945,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 80,000 55,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 5.0 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 5.0 0.0

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成24年１月31日）での決議状況

（取得期間　平成24年２月１日～平成24年３月23日）
3,100,000 500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,735,000 463,715,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 365,000 36,285,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 11.7 7.2

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 11.7 7.2

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成24年５月22日）での決議状況

（取得期間　平成24年５月23日～平成24年６月22日）
3,000,000 500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 1,872,000 312,198,000

提出日現在の未行使割合（％） 37.6 37.5

　

(３) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,310 386,776

当期間における取得自己株式 99 16,302

(注) 当期間における取得自己株式には、平成24年６月23日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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(４) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － 15,000,0003,248,611,597

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他
（単元未満株式の売渡請求による売渡）

790 124,030 － －

保有自己株式数 19,233,950 － 6,106,049 －

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成24年６月23日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。

　　 

３【配当政策】

　当社は、株主価値を最大化していくために、株主への利益還元を最重要課題のひとつとして位置付けており、安定的

な配当の継続に努めることを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、当期は１株当たり３円（うち中間配当１円25銭）を実施する

ことを決定いたしました。

　内部留保資金につきましては、将来成長が見込まれるメディカルサービス事業に対する設備投資などに有効活用し

てまいります。

　当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成23年10月31日
取締役会決議

280 1.25

平成24年６月27日
定時株主総会決議

385 1.75

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 240 169 164 148 184

最低（円） 125 90 120 72 93

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円） 126 133 134 159 178 184

最低（円） 105 114 119 136 159 164

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

社長

経営全般・

監査グループ

担当

池　田　　　茂 昭和24年７月19日生

昭和48年４月 フランスベッド㈱入社

(注)２ 32,050

昭和52年10月フランスベッド販売㈱取締役営

業部長

昭和55年３月 フランスベッド販売㈱代表取締

役社長

昭和62年４月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱代表取締役社長

平成２年５月 財団法人フランスベッド・メ

ディカルホームケア研究・助成

財団理事長

平成３年６月 フランスベッド㈱代表取締役副

社長

平成６年５月 フランスベッド㈱代表取締役副

社長兼営業本部長

平成11年４月 フランスベッド・トレーディン

グ㈱代表取締役社長

平成11年６月 フランスベッド㈱代表取締役社

長兼営業本部長

フランスベッドメディカルサー

ビス㈱取締役会長

平成13年４月 フランスベッド㈱代表取締役社

長(現)

平成16年３月 当社代表取締役社長(監査グルー

プ担当)(現)

平成23年11月公益財団法人フランスベッド・

メディカルホームケア研究・助

成財団代表理事理事長(現)

代表取締役

専務

経営全般・

経理グループ

担当

星　川　光太郎 昭和24年８月７日生

昭和48年４月 ㈱三和銀行入行

(注)２ 100

平成２年７月 ㈱三和銀行ミュンヘン支店長

平成５年７月 ㈱三和銀行本部上席調査役

平成６年２月 ㈱三和銀行武蔵境支店長

平成８年２月 ㈱三和銀行栄町支店長

平成11年５月 ㈱三和銀行新宿支店長

平成12年10月㈱ライオンズファミリー出向専

務取締役

平成13年６月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱取締役副社長

平成14年３月 双葉不動産㈱取締役

平成14年４月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱取締役副社長管理本部長

平成14年６月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱代表取締役副社長管理本

部長

平成15年６月 フランスベッド・トレーディン

グ㈱取締役

平成16年３月 当社取締役(経理グループ担当)

平成17年６月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱代表取締役社長

当社代表取締役専務(経理グルー

プ担当)(現)

平成18年６月 東京ベッド㈱取締役

平成21年４月 フランスベッド㈱代表取締役副

社長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役
企画グループ

担当
桃　原　一　雄 昭和25年８月７日生

昭和48年４月 フランスベッド㈱入社

(注)２ 30

平成13年４月 フランスベッド㈱開発本部生産

企画部長

平成17年４月 フランスベッド㈱執行役員生産

開発本部副本部長兼開発・品質

管理部長

平成19年４月 フランスベッド㈱執行役員開発

・品質管理部長

平成19年６月 フランスベッド㈱取締役生産本

部長

平成20年４月 フランスベッド㈱取締役生産本

部長兼生産企画部長兼北海道工

場長

平成20年６月 当社取締役(企画グループ担

当)(現)

平成21年４月 フランスベッド㈱取締役生産開

発本部長

平成23年４月 フランスベッド㈱取締役統括事

業本部生産開発本部長兼開発・

品質管理部長(現)

取締役
経理グループ

担当
島　田　　　勉 昭和30年８月16日生

昭和53年４月 佐野信用金庫入庫

(注)２ 28

昭和60年７月 ㈱アルファシステムズ経理課長

平成元年２月 ㈱アルファシステムズ経理部次

長

平成元年９月 宇宙通信㈱経理課長

平成12年３月 宇宙通信㈱経理部長

平成18年４月 宇宙通信㈱総務人事部長

平成19年６月 フランスベッド㈱取締役管理本

部長

平成19年７月 当社執行役員(経理グループ担

当)兼主計室長

平成19年10月東京ベッド㈱取締役(現)

平成20年３月 当社執行役員(経理グループ担

当)兼主計室長兼財務室長

平成20年６月 当社取締役(経理グループ担当)

兼主計室長兼財務室長(現)

　 フランスベッド㈱取締役管理本

部長兼管理部長(現)

平成23年６月 フランスベッド販売㈱取締役

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

総務グループ

担当兼

企画グループ

担当

東　島　　　悟 昭和30年11月11日生

昭和53年４月 ㈱三井銀行入行

(注)２ 27

平成11年７月 ㈱さくら銀行霞が関支店長

平成12年４月 さくら証券㈱取締役大阪支店長

平成14年10月㈱三井住友銀行企業情報部上席

推進役

平成16年９月 当社企画グループ担当部長兼広

報室長(㈱三井住友銀行からの出

向)

平成18年１月 当社入社　執行役員企画グループ

担当部長兼総務室長

平成19年１月 France bed International

(Thailand) Co.,Ltd.取締役(現)

平成19年４月 フランスベッド㈱事業本部営業

開発部長

平成19年10月フランスベッド㈱取締役営業本

部長

平成20年３月 フランスベッド㈱取締役

平成20年６月 当社取締役(企画グループ担当兼

総務グループ担当)兼総務室長

平成21年４月 当社取締役(企画グループ担当兼

総務グループ担当)(現)

　 フランスベッド㈱取締役インテ

リア健康事業本部長

平成23年４月 フランスベッド㈱取締役統括事

業本部副事業本部長(現)

常勤監査役 － 中　尾　純　二 昭和30年４月13日生

昭和56年４月 フランスベッド㈱入社

(注)３ 5

平成17年10月フランスベッド㈱事業本部営業

管理部長

平成19年10月フランスベッド㈱営業本部営業

企画部長

平成20年４月 当社監査グループ監査室長

平成23年６月 フランスベッド㈱常勤監査役

(現)

平成24年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 － 木　村　昭　仁 昭和36年７月20日生

昭和60年４月 ㈱日本長期信用銀行入行

(注)３ －

平成16年11月フランスベッドメディカルサー

ビス㈱総務部副部長

平成17年５月 フランスベッドメディカルサー

ビス㈱営業本部営業推進部長

平成21年４月 フランスベッド㈱執行役員メ

ディカルサービス事業本部レン

タル営業本部営業推進部長

平成22年４月 フランスベッド㈱執行役員メ

ディカルサービス事業本部業務

企画部長

平成22年10月フランスベッド㈱執行役員営業

企画本部業務企画部長

平成23年４月 フランスベッド㈱執行役員統括

事業本部営業企画本部業務管理

部長

平成23年10月フランスベッド㈱執行役員統括

事業本部営業企画本部営業管理

部長

平成24年４月 フランスベッド㈱執行役員統括

事業本部営業企画本部付

平成24年６月 フランスベッド㈱常勤監査役

(現)

平成24年６月 当社常勤監査役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

監査役 － 髙　野　忠　和 昭和11年10月23日生

昭和38年２月 公認会計士登録

公認会計士　髙野事務所開設(現)
(注)３ 5

平成６年６月 フランスベッド㈱監査役(現)

平成16年３月 当社監査役(現)

監査役 － 渡　邊　文　雄 昭和23年３月７日生

昭和58年３月 公認会計士登録

(注)３ 5

昭和59年２月 税理士登録

昭和59年２月 渡邊公認会計士・税理士事務所

開設(現)

平成18年６月 フランスベッド㈱監査役(現)

平成18年６月 当社監査役(現)

平成23年６月 ㈱ＴＳＩホールディングス監査

役(現)

計 32,250

(注) １．監査役髙野忠和氏及び渡邊文雄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．当社は、業務執行機能を強化するために執行役員制度を導入しており、執行役員を次のとおり選任しておりま

す。

氏名 役名 職名 兼任職

門　田　和　己 執行役員 企画グループ担当 フランスベッド㈱常務取締役

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

岩　崎　賢　二 昭和30年１月３日生

昭和53年４月東京海上火災保険㈱入社

－

平成14年７月東京海上火災保険㈱経営企画部部長（経営計画推進

統括）

平成16年10月東京海上日動火災保険㈱営業開発部長

平成18年６月東京海上日動火災保険㈱金融法人部長

平成19年７月東京海上日動火災保険㈱理事金融法人部長

平成21年６月東京海上日動火災保険㈱執行役員金融法人部長

平成22年６月東京海上日動火災保険㈱常務取締役(現)
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

＜企業統治の体制の概要＞

・基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスとは、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会等さまざまな利害関係者との関係

における企業経営の基本的枠組みのあり方であり、要素別には、・経営監督機能、・企業倫理の確立、・リスクマ

ネジメント、・コンプライアンス、・アカウンタビリティー（説明責任の履行）、・経営効率の向上、から構成さ

れるものと認識しております。この基本的枠組みを踏まえ、株主利益の増大に努めることが、当社の最大の責務で

あると考えております。

　当社においては、コーポレート・ガバナンスの充実、強化のために、対処すべき課題として「監査機能の強化」

「法令遵守の徹底」「ＩＲ機能の充実」及び「子会社事業の有機的活性化」の４点を掲げております。

　これらの課題への取り組みとして、当社の取締役会、監査役会のほか、各グループ（監査グループ、企画グルー

プ、経理グループ、総務グループ）の機能の明確化と強化を図り、経営の透明性の向上に努めてまいります。

　

・業務執行、監査・監督に係る事項

　当社は、取締役会及び監査役会により、業務執行の監督及び監査を行っております。

イ．取締役会

　取締役会は、現状、迅速な経営判断ができるよう取締役５名での構成となっております。取締役会は、毎月、

会社の重要な業務執行その他法定の事項についての決定を行うほか、子会社の代表取締役を取締役会に出席

の上、月次業績報告をさせ、子会社の業務執行についての監督を行うとともに、企業集団としての意思の統一

を図っております。第９期におきましては、取締役会を16回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事項

についての審議、報告を行いました。

ロ．監査役会

　監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業

務の分担等に従い、取締役会への出席や業務、財産の状況の調査及び重要な書類の閲覧を通じ、取締役の職務

遂行の監査を行っております。特に、社外監査役２名は、共に公認会計士及び税理士の資格を有し、社外の良

識や経験、見識に基づいた客観的な視点からの問題把握と意見具申を行い、監査役会の一層の活性化と監査

機能の充実を図っております。なお、社外監査役２名と当社との間に、取引関係その他の利害関係はなく、両

名ともに独立役員に求められる独立性の要件を充足しております。第９期におきましては、監査役会は、10回

開催され、監査の方針、業務の分担等を決定し、各監査結果の報告を行いました。

　また、監査役の員数が法令に定める人数を欠くことになる場合に備え、平成24年６月27日開催の第９期定時

株主総会において、あらためて補欠監査役に岩崎賢二氏を選任いたしました。

ハ．会計監査

　当社は会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査には東陽監査法人がその任にあ

たっております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害関

係はありません。また、会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時相談し検

討を行っております。

ニ．弁護士等その他第三者の状況

　重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士等に相談し、必要な検討を行っ

ております。

ホ．業務執行に係る制度・組織

・執行役員制度

　当社は業務執行機能を強化するために、執行役員制度を導入しております。当制度は、取締役会において選

任された執行役員が取締役会決議に従い、所管業務の強化・拡大を図ることにより、経営環境の変化に迅速

かつ的確に対応できる経営体制の構築を目指すものです。

・情報管理委員会

　当社は持株会社であるところから、子会社の事業活動を支配・管理することがその目的とされております。

この目的を果たすためには、当社および当社グループにおける一元化した情報管理体制の構築を図ることが

必要であり、会社情報（子会社情報を含む）の収集、管理・統制を行う機関として、「情報管理委員会」を設

置しています。当委員会委員長には、当社代表取締役専務（証券取引所情報取扱責任者兼務）が現在その任

に当たり、当社各室長、子会社管理部門長が委員に選任されています。当委員会の会議は、予め定められた議

題について討議する定例会議（月１回開催）と緊急・突発的な発生事実に対応する特別会議から構成され、

その活動内容は、会社情報の収集、管理・統制に加え、リスク管理、コンプライアンス等の内部統制に関する

事項の検討を行い、当社グループ会社間において横断的かつ効率的に、適時開示体制とコーポレート・ガバ

ナンスとの一体化した整備の推進を図っています。なお、当委員会の活動内容は毎月の取締役会での報告事
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項とされており、第９期におきましては、11回開催されました。

　

＜企業統治の体制を採用する理由＞

　当社は、監査役による経営監視機能の強化・充実により、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保すること

が、当社グループにとって合理的であると判断し、監査役設置会社としています。

　会社経営上の重要な事項は、取締役会で審議し決定しています。この取締役会は、当社の事業に精通した社内取

締役のみで構成しており、社外取締役は選任しておりません。

　当社が社外取締役を選任していない理由は下記のとおりです。

　社外取締役に期待される役割は、取締役会での議決権を有する者が、社内の取締役や執行役員等とは異なる視点

を提示し、内部者が大半を占める取締役会では気が付かない点を指摘するところにあります。これによって、取締

役会に緊張感が生まれ、またその判断の透明性、公正性が客観的に担保されると思料いたします。

　当社においては、この役割を社外監査役が担っております。社外監査役は、取締役会における経営判断を法令の

遵守という観点に限定せず、独立した立場から社外の良識や経験、見識に基づいた客観的な視点からの評価を行

い、議決権こそ有しないものの、取締役会において積極的に意見具申を行っております。取締役会は、こうした社

外監査役の意見を尊重し、経営判断に適切に反映いたしております。

　したがいまして、当社におきましては、社外取締役に求める役割が社外監査役によって十分に担保されているも

のと判断し、社外取締役を選任しておりません。

　

＜内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況＞

ａ．業務運営の基本方針

　当社の経営活動の根幹をなす「経営理念」は、以下のとおりとする。

［経営理念］

・創造と革新により『豊かさとやさしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカンパニーを目指しま

す。

・株主価値最大化の追求。付加価値の高い新商品・新サービスを創造します。

・経営資源の有効活用を図り、グループの総合力を強化します。

ｂ．内部統制基本方針決議の内容

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役は、自己に委嘱された職務領域について、法令、定款及びその他の社内規則等（以下、「法令等」と

いう。）の遵守体制を構築する権限と責任を有する。

・取締役会は、法令等を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するために、「企業倫理規程」を制定

する。特に、反社会的勢力については、その排除を明記している。

・法令等の遵守に関する事項は、総務グループが主管し、当社及び子会社（以下、「当社グループ」とい

う。）間において横断的かつ効率的に推進するために、委員会（※１）を設置する。

・法令等の遵守推進のために、研修等を実施し、コンプライアンス意識の醸成に努める。

・当社は、内部通報規程を定め、社内に内部通報に関する相談窓口・通報受付窓口を設置する。

・個人情報保護に関する基本方針を定め、情報セキュリティの強化並びに個人情報の保護に努める。

・内部監査組織として、監査室を設置する。監査室は、代表取締役社長の直轄部門とし、監査役とも連係しつ

つ、当社各部門及び子会社に対し内部監査を実施し、法令等の遵守及び業務の改善に向け具体的に助言・

勧告を行う。

・重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士等に相談し、必要な検討を行

う。

・会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時相談し検討を行う。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項は、文書の作成、保存及び破棄を定めた「文

書管理規程」に従うものとし、取締役及び監査役から、これらの文書の閲覧の要請があった場合には、直ち

に提出する。

・業務上の情報管理については、情報セキュリティに関連する規程を整備するとともに、個人情報保護に関

する基本方針を定めて対応する。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・取締役は、自己に委嘱された職務領域について、当社グループに損失を与えうるリスクの管理のために必

要な体制を構築・維持する権限と責任を有する。

・組織横断的なリスクへの対応は、総務グループが主管し、効率的な推進に当たるために、委員会（※１）を

設置する。

・各部門の所管業務に付随するリスク管理については、当該部門が担当し、個別規程、ガイドライン、マニュ

アルの整備、研修の実施等を行う。

・グループ全体あるいは経営の根幹に係わる重要事項については、取締役会での審議を経て、対応を決定す
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る。

・激甚災害等による被災を想定した、グループ全体の事業継続を図るためのマニュアルを策定する。緊急事

態が発生した場合には、必要に応じて緊急対策本部を設置した上で、当該事態に対処する。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、各取締役が責任を持って担当する領域を明確にした上で、業務執行の決定権限を取締役に委

嘱している。各取締役は、自己の担当領域に関する業務目標の達成を通じてグループ全体としての経営目

標の達成に努める。

・業務執行機能を補完強化するために、執行役員制度を導入する。これをもって、経営環境の変化に迅速かつ

的確に対応できる経営体制の構築を図る。

・取締役会は、毎月、会社の重要な業務執行その他法定の事項についての決定を行うほか、子会社代表取締役

による業務執行状況報告等を通じて、子会社の業務執行についての監督を行い、企業集団としての意思の

統一を図る。

・職務権限及び決裁手続き等については、「組織規程」、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に定める。

これをもって、経営活動における意思決定と実行の迅速化及び責任体制の明確化を図る。「職務権限規

程」により決定権限を委譲された者は、案件の目的、実施方法、費用、効果、リスクなどに関する十分な情報

を入手の上、善良なる管理者の注意義務をもって審査し、当社グループにとって最適と合理的に判断する

内容の意思決定を行う。なお、各規程については、随時見直しを行う。

・内部監査は、効率性の観点からも実施し、必要な対策を講じることにより、職務執行の効率性の確保に努め

る。

ホ．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、当社グループの戦略機能を担う持株会社として、経営ビジョンの策定、経営戦略の企画立案、経営

資源の最適配分等を通じて、当社グループ全体の効率的運営を図ることを基本的役割とし、子会社各社の

事業特性を踏まえつつ、事業戦略を共有したグループ一体となった経営管理を行う。このグループ全体を

見据えた経営管理体制の構築を図るために、委員会（※１）を設置する。

・当社は、子会社の業務執行に対する監督機能の強化を企図して、当社取締役会における子会社の代表取締

役による月次業績等の業務執行状況報告を義務付けている。併せて、グループ全体あるいは経営の根幹に

係わる重要事項については、当社取締役会での審議を経て、対応を決定することとし、企業集団としての意

思の統一を図る。これらの子会社の経営管理に関する事項は、企画グループが主管し、その経営管理に関わ

る基準及び手続き事項は、「関係会社管理規程」に定める。

・内部監査の目的は、当社グループ各社におけるすべての業務が会社諸規程等に準拠し、適正かつ効果的に

行われているかを調査・把握することにより、当社グループの経営管理に資するところにある。

・当社は、グループ会社各社が当社の組織・制度等を有効に活用することにより、個々の会社の業務の適正

性及び効率性を高めるように促し、グループ全体の経営の質の向上に努める。

へ．監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・監査役の職務を補助する者を当社の使用人から任命し、監査役付とし、極力専任させるものとする。

ト．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助する者が置かれる場合、その指揮命令系統、地位及び処遇等については、取締役からの

独立性を担保するために監査役と事前協議を行うこととする。

チ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、監査役に対し、取締役会その他重要な会議を通じて職務の執行状況の報告を行うと

ともに、内部監査部門の監査結果を報告する。

・監査役からの求めに応じ、稟議書その他の業務執行上の重要な書類を閲覧に供する。

・取締役及び使用人は、当社グループに著しく重大な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れがあ

るとき、あるいは役員及び使用人による違法または不正な行為を発見したときは、監査役に報告しなけれ

ばならない。

・前記報告事項に加え、取締役及び使用人は、監査役会が報告すべきものと定めた事項について、監査役に報

告しなければならない。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・役員及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。

・監査役は、監査室から当社各部門及び子会社に関する内部監査の内容について説明を受けるなど、監査室

との連係を図っていく。

・監査役は、会計監査人との間で年間監査計画の確認を行うとともに、定期的に年４回の会合を開催して、四

半期レビュー結果及び期末の監査結果の報告を受ける。さらに、必要に応じて、期中監査並びに期末監査の

場に同席し、都度、報告及び説明を受けるなど相互の連係を図る。

（※１）「情報管理委員会」の設置

　当社は、現在、内部統制に関する事項を検討する機関として、「情報管理委員会」を設置している。当委

員会委員長には、当社代表取締役専務（証券取引所情報取扱責任者兼務）が現在その任に当たり、当社
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各室長、子会社管理部門長が委員に選任されている。当委員会の会議は、予め定められた議題について討

議する定例会議（月１回開催）と緊急・突発的な発生事実に対応する特別会議から構成され、その活動

内容は、会社情報の収集、管理・統制に加え、リスク管理、コンプライアンス等の内部統制に関する事項

の検討を行い、当社グループ会社間において横断的かつ効率的に、適時開示体制とコーポレート・ガバ

ナンスとの一体化した整備の推進を図っている。なお、当委員会の活動内容は毎月の取締役会での報告

事項としている。
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（当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制）
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②　内部監査及び監査役監査の状況　

　内部監査組織としては、代表取締役社長の直轄部門とする「監査室」（４名）が設置されています。「監査室」

においては、法令の遵守状況及び業務活動の効率性などについて、監査役とも連係しつつ当社各部門及び子会社

に対し内部監査を実施し、業務の改善に向け具体的に助言・勧告を行っております。

　監査役監査が実効的に行われるために、監査役は、監査室から当社各部門および子会社に関する内部監査の内容

について説明を受けるなど、監査室との連係を図っています。また、会計監査人との間で年間監査計画の確認を行

うとともに、定期的（年４回）に会合を開催して、四半期レビュー結果及び期末の会計監査結果の報告を受け、必

要に応じて、期中監査ならびに期末監査の場に同席し、都度、報告および説明を受けるなど相互の連係を図ってい

ます。

　また、会社は、役員及び使用人が監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めており、

取締役および使用人は、監査役に対し、取締役会その他重要な会議を通じて職務の執行状況の報告を行うととも

に、内部監査部門の監査結果を報告すること、監査役からの求めに応じ、稟議書その他の業務執行上の重要な書類

を閲覧に供すること、また、取締役および使用人は、当社グループに著しく重大な損失を与える事項が発生し、ま

たは発生する恐れがあるとき、あるいは役員および使用人による違法または不正な行為を発見したときは、監査

役に報告しなければならない旨を定めています。さらに、前記報告事項に加え、取締役および使用人は、監査役会

が報告すべきものと定めた事項について、監査役に報告しなければならないことを定めています。

　なお、社外監査役両名は、共に公認会計士及び税理士の資格を有しております。

　また、内部統制部門との関係につきましては、「①　企業統治の体制　＜内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況＞」に記載のとおりであり、監査役は、内部統制に携わる経理・財務部門、企画部門および総

務部門に対し、必要に応じて報告及び説明を受けるなど相互の連係を図り、また当社グループの内部統制に関す

る事項を検討する情報管理委員会には、オブザーバーとして毎回出席しています。

　

③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外監査役は２名であります。社外監査役２名と当社の間に、取引関係その他利害関係はありません。

　社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割については、「①　企業統治の体制」に記載のとおりであり

ます。

　また、当社が両名を社外監査役に選任している理由等は、以下のとおりであります。

（当該社外監査役を選任している理由）

　社外監査役の両名は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しておられることから、会計業務の経験を通して培った幅広い専門知識と見識を当社の監査に反映していただ

くため、社外監査役として選任いたしております。

（社外監査役としての独立性）

　社外監査役の両名は、過去５年間に当社または当社の特定関係事業者（会社法施行規則第２条第３項第19号

の規定によります。以下同じ。）の業務執行者（同規則同条同項第６号の規定によります。以下同じ。）となっ

たことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社が権利義

務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

　社外監査役の両名は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産（監査役としての報酬

を除く。）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

　社外監査役の両名は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等以内の親族その他これ

に準ずる者ではありません。

　また、社外監査役の両名は、現在及び過去において一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、会社の業務執

行が、経営者や特定の利害関係者の利益に偏らず適正に行われているか監視できる立場を保持しているため、

証券取引所が定める独立役員として指定しております。

（社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断する理由）

　社外監査役の両名は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士及び税理士として会社財務

・法務に精通しており、会社経営を統括する充分な見識を有しておられることから社外監査役として職務を適

切に遂行できるものと判断しております。

　なお、当社は社外取締役を選任しておりません。当社が社外取締役を選任していない理由は、「＜企業統治の体

制を採用する理由＞」に記載のとおりであります。

　社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携については、「②　内部監査及び監査

役監査の状況」に記載のとおりであります。社外監査役と内部統制部門との関係は、内部統制に関する事項を検

討する情報管理委員会の活動内容が毎月の取締役会で報告されており、その報告内容について検証、意見し、内部

統制の向上を図っております。
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④　役員報酬等

ａ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役　 146　 111　 9　 25　 6　

監査役
（社外監査役を除く。）

22 18　 1　 3　 2　

社外監査役 13　 10　 0　 1　 2　

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月20日開催の第４期定時株主総会において、年額320百万円以内と

決議されております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月20日開催の第４期定時株主総会において、年額70百万円以内と

決議されております。

４．報酬等の額には、当事業年度に役員賞与引当金として費用計上されております下記の金額が含まれて

おります。

取締役　　　６名　 9,350千円

監査役　　　２名　 1,500千円

社外監査役　２名　 　900千円

５．報酬等の額には、当事業年度に役員退職慰労引当金として費用計上されております下記の金額が含ま

れております。

取締役　　　６名　 25,720千円

監査役　　　２名　　3,000千円

社外監査役　２名　　1,350千円

ｂ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの　

　該当事項はありません。

ｃ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　役員報酬は、株主総会でご承認いただきました限度額の範囲内でその具体的金額を取締役については取締役

会で、監査役については監査役の協議で決定することができることとされておりますので、当社におきまして

もこの方法で決定しております。

　取締役の報酬については、役位、経歴などを基準にグループ会社全体の調整を図り、株主総会で決議された総

額の範囲で支給しています。

　取締役の業績は担当職務が各様であり、これを統一的基準で評価することは困難を伴うため、現在は定額支給

としています。

　また、当社は、役員の在職中の職務執行に対する対価と在職中の労に報いるため、役員退職慰労金制度を有し、

取締役会にて定めた役員退職慰労金規程に基づき、役員退職慰労金を支給いたしております。役員退職慰労金

規程は、全文11条から成り、内容は、支給の方法、支給の基準、支給基準の特例、特別功労金等について定めてお

ります。なお、当規程は、株主の閲覧に供するように、本店に備え置かれています。
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⑤　株式の保有状況

　当社は子会社の経営管理を行うことを主たる業務とする持株会社であり、投資株式は保有しておりません。

　以下は当社グループにおける最大保有会社であるフランスベッド㈱について記載しております。

　

ａ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

26銘柄　　1,131百万円

　

ｂ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱静岡銀行 429,000 295金融取引の安定化・関係強化のため

㈱丸井グループ 340,000 182取引関係維持・強化のため

㈱島忠 100,000 179取引関係維持・強化のため

㈱大塚家具 235,000 173取引関係維持・強化のため

㈱共立メンテナンス 20,592 24 取引関係維持・強化のため

ナガイレーベン㈱ 2,200 4 取引関係維持・強化のため

㈱帝国ホテル 1,000 2 取引関係維持・強化のため

大正製薬㈱ 1,000 1 取引関係維持・強化のため

京浜急行電鉄㈱ 2,782 1 取引関係維持・強化のため

㈱メデカジャパン 18,000 1 取引関係維持・強化のため

ミツミ電機㈱ 1,000 1 取引関係維持・強化のため

ＩＴホールディングス㈱ 1,000 0 取引関係維持・強化のため

㈱丸栄 5,000 0 取引関係維持・強化のため

㈱ＵＳＥＮ 3,520 0 取引関係維持・強化のため

　

みなし保有株式

銘柄
株式数（株）
（注）１

貸借対照表計上額
（百万円）
（注）２

保有目的（注）３

㈱ニトリホールディングス 408,400 2,985議決権行使に関する指図権限

東京海上ホールディングス㈱ 309,465 688議決権行使に関する指図権限

㈱大塚家具 336,000 248議決権行使に関する指図権限

㈱東京都民銀行 176,100 190議決権行使に関する指図権限

㈱三井住友フィナンシャルグループ 60,000 155議決権行使に関する指図権限

㈱島忠 33,400 59 議決権行使に関する指図権限

藤田観光㈱ 30,000 9 議決権行使に関する指図権限

（注）１．議決権行使権限の対象となる株式数を記載しております。

２．みなし保有株式の事業年度末日における時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載

しております。

３．当社が有する権限の内容を記載しております。

４．貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱静岡銀行 429,000 365金融取引の安定化・関係強化のため

㈱丸井グループ 340,000 234取引関係維持・強化のため

㈱大塚家具 235,000 208取引関係維持・強化のため

㈱島忠 100,000 195取引関係維持・強化のため

㈱共立メンテナンス 20,592 35 取引関係維持・強化のため

ナガイレーベン㈱ 4,400 5 取引関係維持・強化のため

㈱帝国ホテル 1,000 2 取引関係維持・強化のため

大正製薬ホールディングス㈱ 300 2 取引関係維持・強化のため

京浜急行電鉄㈱ 3,170 2 取引関係維持・強化のため

㈱ユニマットそよ風 1,800 1 取引関係維持・強化のため

ミツミ電機㈱ 1,000 0 取引関係維持・強化のため

ＩＴホールディングス㈱ 1,000 0 取引関係維持・強化のため

㈱丸栄 5,000 0 取引関係維持・強化のため

㈱ＵＳＥＮ 3,520 0 取引関係維持・強化のため

　

みなし保有株式

銘柄
株式数（株）
（注）１

貸借対照表計上額
（百万円）
（注）２

保有目的（注）３

㈱ニトリホールディングス 408,400 3,054議決権行使に関する指図権限

東京海上ホールディングス㈱ 309,465 702議決権行使に関する指図権限

㈱大塚家具 336,000 298議決権行使に関する指図権限

㈱東京都民銀行 176,100 175議決権行使に関する指図権限

㈱三井住友フィナンシャルグループ 60,000 163議決権行使に関する指図権限

㈱島忠 33,400 65 議決権行使に関する指図権限

藤田観光㈱ 30,000 9 議決権行使に関する指図権限

（注）１．議決権行使権限の対象となる株式数を記載しております。

２．みなし保有株式の事業年度末日における時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載

しております。

３．当社が有する権限の内容を記載しております。

４．貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。

　

ｃ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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⑥　会計監査の状況

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員　業務執行社員　　神保　正人 東陽監査法人 －

指定社員　業務執行社員　　浅川　昭久 東陽監査法人 －

　（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

ｂ．監査業務に係る補助者は、公認会計士８名及びその他７名であります。

⑦　当社定款における定めの概要

ａ．自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項に基

づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定めております。

ｂ．当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定足数を緩和することにより株主

総会の円滑な運営を行うことを目的として、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定めております。

ｃ．取締役の員数を10名以内と定めるほか、株主総会における取締役の選任決議について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票

によらないものと定めております。

ｄ．当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免

除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力

を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

ｅ．当社と社外監査役２名全員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており

ます。

ｆ．当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 32 － 31 －

連結子会社 3 － 3 －

計 36 － 35 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社グループの規模、業務の特

性等の要素を勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、東陽監

査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等に的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、適時に情報収集を行っております。

　また、公益財団法人財務会計基準機構の行う有価証券（四半期）報告書の作成に関する研修や、他の会社が行う会計

に関する研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,942 7,558

受取手形及び売掛金 9,398 ※4
 11,059

有価証券 1,999 5,498

商品及び製品 5,623 5,618

仕掛品 283 332

原材料及び貯蔵品 1,637 1,561

繰延税金資産 992 573

その他 1,345 1,385

貸倒引当金 △63 △31

流動資産合計 33,159 33,554

固定資産

有形固定資産

賃貸用資産 4,873 4,843

減価償却累計額 △3,072 △3,203

賃貸用資産（純額） 1,801 1,640

建物及び構築物 14,546 14,543

減価償却累計額 △9,793 △9,947

建物及び構築物（純額） 4,752 4,595

機械装置及び運搬具 6,481 6,068

減価償却累計額 △5,686 △5,330

機械装置及び運搬具（純額） 794 737

工具、器具及び備品 2,016 2,159

減価償却累計額 △1,676 △1,720

工具、器具及び備品（純額） 340 438

土地 6,413 6,413

リース資産 4,568 5,989

減価償却累計額 △2,261 △3,737

リース資産（純額） 2,306 2,252

建設仮勘定 42 56

有形固定資産合計 16,451 16,134

無形固定資産

リース資産 76 59

ソフトウエア 1,293 1,047

その他 22 21

無形固定資産合計 1,392 1,129

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 1,291

※1, ※2
 1,292

長期貸付金 18 14

繰延税金資産 1,888 1,527

前払年金費用 5,130 5,143

その他 1,494 ※2
 974

貸倒引当金 △134 △144

投資その他の資産合計 9,688 8,807

固定資産合計 27,532 26,071
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延資産

社債発行費 47 24

繰延資産合計 47 24

資産合計 60,739 59,651

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,007 ※4
 4,435

ファクタリング未払金 2,138 2,130

短期借入金 2,125 2,125

1年内償還予定の社債 775 －

1年内返済予定の長期借入金 225 －

リース債務 1,427 1,422

未払法人税等 157 155

未払消費税等 18 185

繰延税金負債 － 0

賞与引当金 1,084 1,121

役員賞与引当金 － 16

事業再編損失引当金 58 －

災害損失引当金 20 －

その他 2,281 ※4
 2,303

流動負債合計 14,319 13,895

固定負債

社債 3,150 3,150

長期借入金 2,000 2,000

リース債務 1,357 1,218

繰延税金負債 0 －

退職給付引当金 2,348 2,576

役員退職慰労引当金 418 451

偶発損失引当金 8 7

資産除去債務 － 24

その他 179 318

固定負債合計 9,462 9,747

負債合計 23,781 23,643

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 5,116 5,116

利益剰余金 32,182 32,088

自己株式 △3,152 △4,165

株主資本合計 37,146 36,039

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △166 10

繰延ヘッジ損益 16 －

為替換算調整勘定 △38 △42

その他の包括利益累計額合計 △188 △31

純資産合計 36,958 36,007

負債純資産合計 60,739 59,651
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 48,311 49,776

売上原価 ※1, ※3
 27,035

※1, ※3
 27,652

売上総利益 21,275 22,123

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 20,681

※2, ※3
 20,498

営業利益 594 1,625

営業外収益

受取利息 13 17

受取配当金 28 28

受取補償金 20 45

受取保険金 10 20

株式割当益 22 －

その他 121 88

営業外収益合計 216 201

営業外費用

支払利息 125 105

売上割引 33 31

支払手数料 28 －

その他 77 96

営業外費用合計 264 233

経常利益 545 1,593

特別利益

固定資産売却益 ※4
 636

※4
 0

投資有価証券売却益 12 0

特別利益合計 648 0

特別損失

固定資産売却損 － ※5
 0

固定資産除却損 ※6
 56

※6
 22

災害による損失 ※9
 107

※9
 21

関係会社清算損 － 17

本社移転費用 － ※8
 149

事業再編損 ※7, ※8
 521 －

前期損益修正損 1 －

特別損失合計 688 211

税金等調整前当期純利益 506 1,382

法人税、住民税及び事業税 115 133

法人税等調整額 155 777

法人税等合計 271 910

少数株主損益調整前当期純利益 235 471

当期純利益 235 471
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 235 471

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △162 177

繰延ヘッジ損益 10 △16

為替換算調整勘定 △5 △3

その他の包括利益合計 △158 ※1
 156

包括利益 76 628

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 76 628

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,000 3,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金

当期首残高 5,116 5,116

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 5,116 5,116

利益剰余金

当期首残高 32,516 32,182

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 235 471

当期変動額合計 △334 △93

当期末残高 32,182 32,088

自己株式

当期首残高 △3,151 △3,152

当期変動額

自己株式の取得 △0 △1,013

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △0 △1,012

当期末残高 △3,152 △4,165

株主資本合計

当期首残高 37,481 37,146

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 235 471

自己株式の取得 △0 △1,013

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △335 △1,106

当期末残高 37,146 36,039
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △3 △166

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△162 177

当期変動額合計 △162 177

当期末残高 △166 10

繰延ヘッジ損益

当期首残高 6 16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10 △16

当期変動額合計 10 △16

当期末残高 16 －

為替換算調整勘定

当期首残高 △32 △38

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 △3

当期変動額合計 △5 △3

当期末残高 △38 △42

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △29 △188

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△158 156

当期変動額合計 △158 156

当期末残高 △188 △31

純資産合計

当期首残高 37,451 36,958

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 235 471

自己株式の取得 △0 △1,013

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △158 156

当期変動額合計 △493 △950

当期末残高 36,958 36,007
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 506 1,382

減価償却費 3,420 3,735

固定資産売却損益（△は益） △636 0

固定資産除却損 40 15

投資有価証券売却損益（△は益） △12 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37 △21

賞与引当金の増減額（△は減少） 35 47

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 136 273

前払年金費用の増減額（△は増加） 156 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 33

受取利息及び受取配当金 △41 △46

支払利息 125 105

売上債権の増減額（△は増加） △242 △1,792

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,129 30

仕入債務の増減額（△は減少） △1,194 547

ファクタリング未払金の増減額（△は減少） 968 △7

未払費用の増減額（△は減少） 95 23

その他 347 191

小計 4,775 4,523

利息及び配当金の受取額 40 45

利息の支払額 △113 △110

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 233 △134

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,935 4,323

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,108 △2,500

定期預金の払戻による収入 1,200 1,500

有価証券の取得による支出 － △2,498

有価証券の償還による収入 － 1,499

有形固定資産の取得による支出 △3,288 △3,136

有形固定資産の売却による収入 678 1

投資有価証券の取得による支出 △298 △20

投資有価証券の売却及び償還による収入 312 198

貸付けによる支出 △17 －

貸付金の回収による収入 18 4

無形固定資産の取得による支出 △788 △79

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,292 △5,030
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △3,150 －

長期借入れによる収入 2,000 －

長期借入金の返済による支出 △225 △225

社債の発行による収入 3,101 －

社債の償還による支出 △775 △775

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △0 △1,013

セール・アンド・リースバックによる収入 1,672 1,500

リース債務の返済による支出 △1,338 △1,640

配当金の支払額 △568 △564

財務活動によるキャッシュ・フロー 716 △2,717

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,354 △3,427

現金及び現金同等物の期首残高 11,030 13,384

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 13,384

※1
 9,957
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　６社

連結子会社の名称

フランスベッド㈱

フランスベッドファニチャー㈱

フランスベッド販売㈱

㈱エフビー友の会

東京ベッド㈱

France bed International (Thailand) Co.,Ltd.

　なお、前連結会計年度において連結子会社でありました㈱アドセンターは清算したため、連結の範囲から除いてお

ります。

(2) 非連結子会社の名称等

㈱翼

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（㈱翼）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

ａ　商品、製品、仕掛品

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

ｂ　原材料、貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につきましては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

賃貸用資産　　　　　　３～10年

建物及び構築物　　　　３～55年

機械装置及び運搬具　　４～13年

工具、器具及び備品　　２～20年

　賃貸用資産のうち、取得価額が20万円未満の少額賃貸資産については、一括償却資産として３年間で均等償却

しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
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③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用

　均等償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　国内連結子会社は売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額

に基づき計上しております。

④　退職給付引当金

　国内連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。

⑥　偶発損失引当金

　将来発生する可能性のある偶発事象に対し、必要と認められる損失額を合理的に見積り計上しております。

⑦　事業再編損失引当金

　当社グループの事業再編に伴う損失に備えるため、当連結会計年度末において発生していると合理的に見込まれ

る損失見積額を計上しております。

⑧　災害損失引当金

　東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、当連結会計年度末における見積額を計上

しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理

を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ　ヘッジ手段

デリバティブ取引（通貨オプション取引及び為替予約取引）

ｂ　ヘッジ対象

為替の変動リスクにさらされている外貨建金銭債権債務（外貨建予定取引を含む。）

③　ヘッジ方針

　主に原材料及び商品の輸入取引に係る為替の変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っておりま

す。デリバティブ取引を行うにあたっては、予定取引額を限度とし、一定のヘッジ比率以上を維持するよう管理し

ております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

ａ　事前テスト

「市場リスク管理規程」及び「リスク管理要領」に従ったものであることを検証します。

ｂ　事後テスト

　外貨建取引における為替の変動リスクに対して、相場変動及びキャッシュ・フローの変動が回避されたか否か

を検証します。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負わな
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い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) 繰延資産の処理方法

社債発行費の処理方法は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

なお、固定資産に係わる控除対象外消費税等は当連結会計年度の負担すべき期間費用として処理しております。

　

　　

【表示方法の変更】

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取補償金」及び「受取保険金」は、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた151百万円は、「受

取補償金」20百万円、「受取保険金」10百万円、「その他」121百万円として組み替えております。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券（株式） 0百万円 0百万円

　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券 54百万円 55百万円

差入保証金 －百万円 11百万円

計 54百万円 66百万円

　

担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

買掛金 －百万円 －百万円

　

　３　偶発債務

（1）下記の会社等の借入金に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

㈱翼 192百万円 ㈱翼 207百万円

従業員 35百万円 従業員 27百万円

計 228百万円 計 234百万円

　

（2）下記の会社の前受業務保証金供託委託契約に対し債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

㈱エフビー友の会 320百万円 359百万円

　

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結会

計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

（流動資産）受取手形 －百万円 113百万円

（流動負債）支払手形 －百万円 350百万円

　　　　　　その他 －百万円 3百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

40百万円 123百万円

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

運賃保管料 2,265百万円 2,457百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円

従業員給与賞与 8,926百万円 8,671百万円

賞与引当金繰入額 876百万円 886百万円

役員賞与引当金繰入額 －百万円 16百万円

退職給付費用 617百万円 555百万円

役員退職慰労引当金繰入額 43百万円 51百万円

　

※３　販売費及び一般管理費、当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

165百万円 200百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

賃貸用資産 0百万円 －百万円

建物及び構築物 0百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 0百万円

土地 635百万円 －百万円

計 636百万円 0百万円

　

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

機械装置及び運搬具 －百万円 0百万円

工具、器具及び備品 －百万円 0百万円

計 －百万円 0百万円

　

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

賃貸用資産 3百万円 8百万円

建物及び構築物 30百万円 3百万円

機械装置及び運搬具 3百万円 2百万円

工具、器具及び備品 3百万円 1百万円

撤去費用 16百万円 7百万円

計 56百万円 22百万円

　

※７　事業再編損

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

インテリア健康事業の構造改革に伴う損失であり、その内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損 22百万円

減損損失 42百万円
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たな卸資産処分損 371百万円

その他 84百万円

　計 521百万円

なお、事業再編損521百万円に、事業再編損失引当金繰入額58百万円が含まれております。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　

※８　減損損失

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

佐賀県鳥栖市 遊休資産 建物及び構築物・機械装置及び運搬具・工具、器具及び備品 42百万円

合計 42百万円

当社グループは、管理会計上の事業区分を基準として資産のグルーピングを行っておりますが、遊休資産及び

賃貸資産については独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピングしております。

上記資産は、当連結会計年度末現在遊休状態にあり、将来の使用見込が定まっていないため、資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減損損失（42百万円）は、特別損失「事業再編損」に含めて表示してお

ります。その内訳は、建物及び構築物２百万円、機械装置及び運搬具38百万円、工具、器具及び備品１百万円であり

ます。

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

東京都新宿区 遊休資産 建物及び構築物・工具、器具及び備品 35百万円

合計 35百万円

当社グループは、管理会計上の事業区分を基準として資産のグルーピングを行っておりますが、遊休資産及び

賃貸資産については独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピングしております。

上記資産は、将来の使用が見込まれなくなったため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減損損失（35百万円）は、特別損失「本社移転費用」に含めて表示しております。その内訳は、建物及び構築物33

百万円、工具、器具及び備品１百万円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。

　

※９　災害による損失

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

東日本大震災により破損したたな卸資産の処分、設備の原状回復費用等であり、災害損失引当金繰入額20百万

円、災害による貸倒引当金繰入額20百万円が含まれております。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

東日本大震災により破損した設備の原状回復費用等であります。
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（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　

当期発生額 191百万円

組替調整額 △0百万円

税効果調整前 191百万円

税効果額 △14百万円

その他有価証券評価差額金 177百万円

繰延ヘッジ損益 　

当期発生額 △28百万円

税効果額 11百万円

繰延ヘッジ損益 △16百万円

為替換算調整勘定 　

当期発生額 △3百万円

その他の包括利益合計 156百万円

　　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 239,487 － － 239,487

合計 239,487 － － 239,487

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 11,574 6 － 11,581

合計 11,574 6 － 11,581

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議)
株式の種類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 284 1.25平成22年３月31日平成22年６月28日

平成22年11月５日
取締役会

普通株式 284 1.25平成22年９月30日平成22年12月３日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

(決議)
株式の種類

配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 284 利益剰余金 1.25平成23年３月31日平成23年６月29日
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（注）３ 239,487 － － 239,487

合計 239,487 － － 239,487

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注）１，２ 11,581 7,653 0 19,233

合計 11,581 7,653 0 19,233

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加7,653千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加7,650千株、

単元未満株式の買取りによる増加３千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

３．平成24年４月27日開催の取締役会において、自己株式15,000,000株を消却することを決議しており、当該消却

実施後の発行済株式の総数は、224,487,500株に減少いたします。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議)
株式の種類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 284 1.25平成23年３月31日平成23年６月29日

平成23年10月31日
取締役会

普通株式 280 1.25平成23年９月30日平成23年12月９日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 385 利益剰余金 1.75平成24年３月31日平成24年６月28日

　　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 11,942百万円 7,558百万円

有価証券勘定 1,999百万円 5,498百万円

計 13,941百万円 13,056百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △557百万円 △2,100百万円

取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超える債券等 －百万円 △999百万円

現金及び現金同等物 13,384百万円 9,957百万円

　

　２　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上した重要な資産除去債務の額は、24百万円であります。　
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、メディカルサービス事業におけるレンタル資産（賃貸用資産）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成23年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

賃貸用資産 78 67 10

工具、器具及び備品 139 115 24

ソフトウエア 122 105 16

合計 340 288 51

　

（単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

賃貸用資産 25 23 1

工具、器具及び備品 49 45 3

ソフトウエア 9 8 0

合計 83 77 6

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 49 7

１年超 7 0

合計 57 7

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

支払リース料 197 48

減価償却費相当額 177 41

支払利息相当額 4 1

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

（貸主側）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

前連結会計年度（平成23年３月31日）　

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、当社及び子会社が事業活動を行っていく上で必要な運転資金及び設備投資資金を調達しており

ます。短期的な運転資金につきましては銀行借入及び社債発行により、設備投資資金につきましては長期の銀行借

入及び社債発行により調達しております。また、一時的な余資は安全性及び流動性の高い金融資産で運用しており

ます。デリバティブ取引につきましては、為替リスクをヘッジする目的で利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に短期的な余資運用目的の債券等及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びにファクタリング未払金は１年以内の支払期日であります。

短期借入金は運転資金に係る調達で支払金利の変動リスクに晒されております。長期借入金は日本銀行「成長基

盤強化を支援する為の資金供給」制度により調達した長期運転資金であり、変動金利であります。社債の使途は運

転資金であり、固定金利であります。なお、長期借入金及び社債の返済期限等は決算日後、最長で２年７ヶ月後であ

ります。

デリバティブ取引は、主に外貨建の仕入債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約

等であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項（5）重要な

ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社の重要な子会社であるフランスベッド㈱は、「与信管理規程」に従い、主な取引先については、債権管理委

員会が定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。他の子会社についても、フランスベッド㈱の与信管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。

有価証券は「余裕資金運用実施要領」に従い、信用度の高い債券等を対象としているため、信用リスクは僅少

であります。

デリバティブ取引については、信用の高い国内の銀行に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識し

ております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社の子会社のうち外貨建仕入債務を有する会社は、外貨建仕入債務の為替変動リスクに対して、主に先物為

替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、経理担当取締役に報告してお

ります。また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた「市場リスク管理規程」「リ

スク管理要領」に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。デリバティブ取引の実績は、取締役

会に報告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
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当社グループは、キャッシュ・マネジメント・サービスによりグループ会社の資金を当社で一元管理してお

り、財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 11,942 11,942 －

(2) 受取手形及び売掛金 9,398 9,398 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 3,205 3,205 －

資産計 24,545 24,545 －

(1) 支払手形及び買掛金 4,007 4,007 －

(2) ファクタリング未払金 2,138 2,138 －

(3) 短期借入金 2,125 2,125 －

(4) 社債（※１） 3,925 3,904 △20

(5) 長期借入金（※１） 2,225 2,194 △30

負債計 14,420 14,370 △50

デリバティブ取引（※２） 28 28 －

(※１) １年以内に期限が到来する社債及び長期借入金を含めております。

(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。
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当連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 7,558 7,558 －

(2) 受取手形及び売掛金 11,159 11,159 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 6,685 6,685 －

資産計 25,403 25,403 －

(1) 支払手形及び買掛金 4,453 4,453 －

(2) ファクタリング未払金 2,182 2,182 －

(3) 短期借入金 2,125 2,125 －

(4) 社債 3,150 3,153 3

(5) 長期借入金 2,000 1,993 △6

負債計 13,910 13,907 △2

デリバティブ取引 － － －

　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、（2）ファクタリング未払金、（3）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 社債

社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 85 105

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,942 － － －

受取手形及び売掛金 9,398 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるも
の

　 　 　 　

(1）国債・地方債等 511 － － 100

(2）社債 － 100 100 －

(3）その他 1,500 － － －

合計 23,352 100 100 100

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 7,558 － － －

受取手形及び売掛金 11,059 99 － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるも
の

　 　 　 　

(1) 国債・地方債等 3,500 － － －

(2) 社債 － － 100 －

(2) その他 2,000 － － －

合計 24,117 99 100 －

　

４. 社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照ください。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成23年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 365 334 30

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 511 511 0

②　社債 100 100 0

③　その他 － － －

(3) その他 30 30 0

小計 1,006 976 30

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 504 696 △192

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 95 98 △3

②　社債 99 100 △0

③　その他 1,499 1,499 △0

(3) その他 － － －

小計 2,198 2,395 △196

合計 3,205 3,371 △166

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　85百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 492 370 122

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 2,499 2,499 0

②　社債 101 100 1

③　その他 499 499 0

(3) その他 30 30 0

小計 3,623 3,499 124

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 563 661 △98

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 999 999 △0

②　社債 － － －

③　その他 1,498 1,499 △0

(3) その他 － － －

小計 3,061 3,161 △99

合計　 6,685 6,660 24

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　105百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 3 3 －

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 308 8 －

合計 312 12 －

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
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種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 － － －

(2) 債券 　 　 　

①　国債・地方債等 98 0 －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 － － －

合計 98 0 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成23年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

為替予約等の振当
処理

為替予約取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

ＵＳドル 仕入債務 274 － △0

ユーロ 仕入債務 532 － 29

合計 806 － 28

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金

制度を設けておりましたが、適格退職年金制度については、平成23年12月をもって契約を解約しております。また、従

業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、一部の国内連結子会社において退職給付信託を設

定しております。 

　

２．退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務 △11,972 △11,761

(2) 年金資産（退職給付信託を含む。） 13,469 13,022

(3) 未積立退職給付債務　(1)＋(2) 1,496 1,260

(4) 未認識数理計算上の差異 1,285 1,306

(5) 連結貸借対照表計上額純額　(3)＋(4) 2,782 2,567

(6) 前払年金費用 5,130 5,143

(7) 退職給付引当金　(5)－(6) △2,348 △2,576

（注）一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(1) 勤務費用 542 597

(2) 利息費用 269 201

(3) 期待運用収益 △181 △129

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 249 106

(5) 退職給付費用　(1)＋(2)＋(3)＋(4) 879 775

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は(1)勤務費用に計上しております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2) 割引率

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

1.8％ 1.8％

　

(3) 期待運用収益率

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

2.5％ 1.8％

　

(4) 数理計算上の差異の処理年数

主として10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

賞与引当金 442百万円 426百万円

退職給付引当金 2,265百万円 2,005百万円

役員退職慰労引当金 171百万円 162百万円

減損損失 340百万円 298百万円

繰越欠損金 910百万円 309百万円

たな卸資産評価損 180百万円 156百万円

その他 599百万円 474百万円

繰延税金資産小計 4,909百万円 3,833百万円

評価性引当額 △1,687百万円 △1,432百万円

繰延税金資産合計 3,222百万円 2,401百万円

繰延税金負債 　 　

固定資産圧縮記帳積立金 △330百万円 △278百万円

その他有価証券評価差額金 △0百万円 △14百万円

その他 △11百万円 △8百万円

繰延税金負債合計 △342百万円 △301百万円

繰延税金資産の純額 2,880百万円 2,100百万円

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 992百万円 573百万円

固定資産－繰延税金資産 1,888百万円 1,527百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円 △0百万円

固定負債－繰延税金負債 △0百万円 －百万円

　 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 40.7％

（調整） 　 　

受取配当金等の益金不算入額 △4.9％ △1.4％

交際費等の損金不算入額 8.3％ 4.0％

住民税均等割額 20.9％ 7.8％

評価性引当額 4.5％ 1.6％

連結消去による影響 △15.8％ △1.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －％ 17.2％

清算に伴う子会社繰越欠損金の引継ぎ －％ △4.7％

その他 △0.1％ 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.6％ 65.8％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に

開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度

以降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は235百万円減少し、法人税等調

整額が237百万円、その他有価証券評価差額金が１百万円、それぞれ増加しております。

　また、欠損金の繰越控除制度が平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分

の80相当額が控除限度額とされることによる損益に与える影響はありません。　

　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から15年～18年と見積り、割引率は1.7％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

期首残高（注） －百万円 －百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円 23百万円

時の経過による調整額 －百万円 0百万円

期末残高 －百万円 24百万円

（注）前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。
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（賃貸等不動産関係）

　当社グループでは、東京都や大阪府その他の地域において、賃貸土地、賃貸住宅等を有しております。平成23年３月期に

おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は95百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）、遊休不動

産に係る減価償却費は０百万円（営業外費用に計上）、固定資産売却益は635百万円（特別利益に計上）であります。平

成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は94百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計

上）、遊休不動産に係る減価償却費は０百万円（営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 1,220 1,164

期中増減額 △56 △21

期末残高 1,164 1,143

期末時価 2,671 2,540

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は不動産取得（８百万円）であり、主な減少額は不動産売却

（40百万円）であります。当連結会計年度の主な減少額は減価償却（21百万円）であります。

３．期末の時価は、「固定資産税評価額」を合理的な基準に基づき調整を行った金額によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは提供する製品・サービス等の類似性等により事業セグメントを認識しており、「メディカルサービ

ス」及び「インテリア健康」の２つを報告セグメントとしております。

各事業の概要は下記のとおりであります。

メディカルサービス：医療・介護用ベッド、福祉用具の製造、仕入、レンタル、小売及び卸売、病院・ホテル等のリ

ネンサプライ

インテリア健康　　：ベッド・家具類・寝装品等の製造・仕入及び卸売

なお、当社グループの中核子会社であるフランスベッド株式会社は、前連結会計年度までの「メディカルサービス

事業本部」、「インテリア健康事業本部」及び「法人施設事業本部」の３事業本部制を廃止し、当連結会計年度より

地域別事業部制を導入しております。この組織改正に伴い、報告セグメントを従来の「メディカルサービス」、「イン

テリア健康」及び「法人施設」の３区分から、「メディカルサービス」及び「インテリア健康」の２区分に変更して

おります。

　また、前連結会計年度のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示し

ております。

　　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。

報告セグメントの利益又は損失（△）は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

（全社共通費の配賦方法の変更）

当連結会計年度から、セグメント利益又は損失の算定に用いる全社共通費の配賦方法について、セグメントの事

業をより適正に評価管理するための見直しを行っております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、全社共通費の配賦方法の変更後の方法に基づき作成したものを開示し

ております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

メディカル
サービス

インテリア
健康

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

25,100 19,327 44,428 3,882 48,311 － 48,311

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

36 501 538 432 970 △970 －

計 25,137 19,829 44,967 4,315 49,282 △970 48,311

セグメント利益
又は損失（△）

1,310 △626 684 △188 495 98 594

セグメント資産 29,428 25,962 55,391 3,771 59,162 1,576 60,739

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 2,940 459 3,400 21 3,422 △1 3,420

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

3,539 514 4,053 70 4,123 △2 4,121
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

メディカル
サービス

インテリア
健康

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

27,015 19,077 46,093 3,683 49,776 － 49,776

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

3 494 497 78 575 △575 －

計 27,019 19,571 46,590 3,761 50,352 △575 49,776

セグメント利益
又は損失（△）

1,626 △47 1,578 10 1,589 35 1,625

セグメント資産 30,139 26,241 56,380 3,476 59,857 △206 59,651

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 3,225 487 3,712 23 3,736 △0 3,735

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

2,842 324 3,166 15 3,182 35 3,218

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、戸別訪問販売、日用品雑貨販売、

展示会場設営及び不動産賃貸等の事業を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 739 744

全社費用※ △640 △708

合計 98 35

※　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用

であります。

　

セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △17,270 △17,569

全社資産※ 18,847 17,363

合計 1,576 △206

※　全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）

及び総務部門等管理部門に係る資産であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　
メディカル
サービス

インテリア健康 その他 全社・消去 計

減損損失 － 42 － － 42

　（注）「インテリア健康」の減損損失42百万円は、特別損失「事業再編損」に含めて表示しております。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　
メディカル
サービス

インテリア健康 その他 全社・消去 計

減損損失 11 15 4 3 35

　（注）特別損失「本社移転費用」に含めて表示しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 162円16銭 163円48銭

１株当たり当期純利益金額 1円03銭 2円09銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 235 471

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 235 471

期中平均株式数（千株） 227,908 224,892

　

（重要な後発事象）

当社は、平成24年４月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決

議し、自己株式の消却を以下のとおり実施いたしました。

（1）消却の理由

発行済株式総数の減少を通じて株主価値の向上を図るために、自己株式の消却を実施する。

（2）消却の方法

その他資本剰余金から減額

（3）消却した株式の種類

当社普通株式

（4）消却した株式の総数

15,000,000株

（5）消却日

平成24年５月18日

（6）消却後の発行済株式総数

224,487,500株
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年月日
（平成年月日）

当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保
償還期限

（平成年月日）
フランスベッド
ホールディング
ス㈱

第１回無担保
社債

21.３.19
425
(425)

－ 0.9 なし 24.３.19

フランスベッド
ホールディング
ス㈱

第２回無担保
社債

21.３.31
350
(350)

－ 0.9 なし 24.３.30

フランスベッド
ホールディング
ス㈱

第３回無担保
社債

22.９.30 1,600 1,600 0.5 なし 25.９.30

フランスベッド
ホールディング
ス㈱

第４回無担保
社債

22.９.30 1,550 1,550 0.5 なし 25.９.30

合計 － －
3,925
(775)

3,150 － － －

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ 3,150 － － －

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,125 2,125 1.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 225 ― ― －

１年以内に返済予定のリース債務 1,427 1,422 0.6 －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

2,000 2,000 0.9
平成26年９月～
平成26年10月　

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

1,357 1,218 0.6
平成25年４月～
平成29年１月　

その他の有利子負債 － － － －

合計 7,135 6,765 － －

　(注) １．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － 2,000 － －

リース債務 860 328 28 0

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産除去

債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 11,962 23,888 36,124 49,776

税金等調整前四半期（当期）
純利益金額（百万円）

225 434 888 1,382

四半期（当期）純利益金額
（百万円）

82 221 237 471

１株当たり四半期（当期）純
利益金額（円）

0.36 0.97 1.05 2.09

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額
（円）

0.36 0.61 0.07 1.05
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,078 6,575

有価証券 1,999 5,498

前払費用 15 17

繰延税金資産 45 50

関係会社短期貸付金 ※3
 4,400

※3
 4,400

その他 421 468

流動資産合計 17,961 17,009

固定資産

有形固定資産

建物 9 19

減価償却累計額 △5 △0

建物（純額） 3 18

車両運搬具 8 20

減価償却累計額 △7 △8

車両運搬具（純額） 0 11

工具、器具及び備品 2 5

減価償却累計額 △1 △1

工具、器具及び備品（純額） 1 4

有形固定資産合計 5 35

無形固定資産

ソフトウエア 5 3

無形固定資産合計 5 3

投資その他の資産

関係会社株式 43,161 43,161

関係会社長期貸付金 － ※3
 150

繰延税金資産 122 71

その他 704 68

投資その他の資産合計 43,988 43,451

固定資産合計 43,999 43,490

繰延資産

社債発行費 47 24

繰延資産合計 47 24

資産合計 62,008 60,524
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 2,125 2,125

1年内償還予定の社債 775 －

1年内返済予定の長期借入金 225 －

未払金 7 7

未払費用 37 38

未払法人税等 12 13

未払消費税等 3 8

前受金 0 －

関係会社預り金 ※2
 12,562

※2
 12,438

賞与引当金 14 16

役員賞与引当金 － 11

その他 6 7

流動負債合計 15,769 14,666

固定負債

社債 3,150 3,150

役員退職慰労引当金 167 197

資産除去債務 － 3

固定負債合計 3,317 3,350

負債合計 19,087 18,016

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金

資本準備金 750 750

その他資本剰余金 38,891 38,891

資本剰余金合計 39,641 39,641

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 3,432 4,032

利益剰余金合計 3,432 4,032

自己株式 △3,152 △4,165

株主資本合計 42,921 42,508

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 △0

評価・換算差額等合計 △0 △0

純資産合計 42,921 42,508

負債純資産合計 62,008 60,524
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業収益

受取配当金 ※1
 1,241

※1
 1,239

経営指導料 ※1
 632

※1
 699

業務代行料 ※1
 19

※1
 23

営業収益合計 1,894 1,962

一般管理費 ※1, ※2
 640

※1, ※2
 708

営業利益 1,253 1,253

営業外収益

受取利息 ※1
 68

※1
 70

有価証券利息 3 6

受取手数料 ※1
 24 －

その他 5 2

営業外収益合計 103 79

営業外費用

支払利息 66 37

社債利息 21 22

社債発行費償却 15 23

支払手数料 24 －

支払保証料 10 12

その他 0 3

営業外費用合計 139 100

経常利益 1,217 1,232

特別損失

固定資産除却損 － ※3
 0

本社移転費用 － ※4
 16

特別損失合計 － 16

税引前当期純利益 1,217 1,215

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 14 47

法人税等合計 16 49

当期純利益 1,200 1,165
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,000 3,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 750 750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 750 750

その他資本剰余金

当期首残高 38,891 38,891

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 38,891 38,891

資本剰余金合計

当期首残高 39,641 39,641

当期変動額

自己株式の処分 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 39,641 39,641

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 2,801 3,432

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 1,200 1,165

当期変動額合計 630 600

当期末残高 3,432 4,032

利益剰余金合計

当期首残高 2,801 3,432

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 1,200 1,165

当期変動額合計 630 600

当期末残高 3,432 4,032

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

有価証券報告書

77/91



(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

自己株式

当期首残高 △3,151 △3,152

当期変動額

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △0 △1,013

当期変動額合計 △0 △1,012

当期末残高 △3,152 △4,165

株主資本合計

当期首残高 42,291 42,921

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 1,200 1,165

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △0 △1,013

当期変動額合計 630 △412

当期末残高 42,921 42,508

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △0 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △0 △0

評価・換算差額等合計

当期首残高 △0 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △0 △0

純資産合計

当期首残高 42,290 42,921

当期変動額

剰余金の配当 △569 △565

当期純利益 1,200 1,165

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △0 △1,013

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △0

当期変動額合計 630 △413

当期末残高 42,921 42,508
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　10～18年

　車両運搬具　　　　　　　　６年

　工具、器具及び備品　　２～17年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

３．繰延資産の処理方法

社債発行費の処理方法は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　　

【表示方法の変更】

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払保証料」は、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた11百万円は、「支払保証

料」10百万円、「その他」０百万円として組み替えております。

 

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　１　偶発債務

（1）下記の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

㈱翼 －百万円 ㈱翼 24百万円

　

※２　当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を行うため、フランスベッドホールディングスグループ・キャッ

シュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）を導入しております。「関係会社預り金」は、これによる預託資金であ

ります。

　

※３　当社は、グループ全体の効率的な資金運用・調達を行うため、フランスベッドホールディングスグループ・キャッ

シュ・マネジメント・サービス（以下「ＣＭＳ」）を導入しております。

　当社は、グループ会社４社（前事業年度５社）とＣＭＳ運営委託基本契約を締結し、ＣＭＳによる貸出限度額を設

定しております。これらの契約に基づく当事業年度末の貸出未実行残高等は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

ＣＭＳによる貸出限度額の総額　 11,500百万円 11,350百万円

貸出実行残高 4,400百万円 4,550百万円

差引額 7,100百万円 6,800百万円

　なお、上記ＣＭＳ運営委託基本契約において、資金使途が限定されているものが含まれているため、必ずしも全額

が貸出実行されるものではありません。

　

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

受取配当金 1,241百万円 1,239百万円

経営指導料 632百万円 699百万円

業務代行料 19百万円 23百万円

一般管理費 265百万円 287百万円

受取利息 65百万円 65百万円

受取手数料 24百万円 －百万円

　

※２　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

従業員給与賞与 116百万円 128百万円

役員報酬 139百万円 139百万円

賞与引当金繰入額 14百万円 16百万円

役員賞与引当金繰入額 －百万円 11百万円

役員退職慰労引当金繰入額 30百万円 30百万円

株主優待費用 62百万円 98百万円

減価償却費 3百万円 4百万円

賃借料　 33百万円 18百万円

代行手数料 49百万円 45百万円
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※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

建物 －百万円 0百万円

工具、器具及び備品 －百万円 0百万円

計 －百万円 0百万円

　

※４　減損損失

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

東京都新宿区 遊休資産 建物・工具、器具及び備品 3百万円

合計 3百万円

　当社は、管理会計上の事業区分を基準として資産のグルーピングを行っておりますが、遊休資産及び賃貸資産

については独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としてそれぞれグルーピングしております。

　上記資産は、将来の使用が見込まれなくなったため、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減損損失（３百万円）は、特別損失「本社移転費用」に含めて表示しております。その内訳は、建物３百万円、工

具、器具及び備品０百万円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

普通株式（注） 11,574 6 － 11,581

合計 11,574 6 － 11,581

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

普通株式（注）１，２ 11,581 7,653 0 19,233

合計 11,581 7,653 0 19,233

　（注）１．普通株式の自己株式の増加7,653千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加7,650千株、単元未満

株式の買取りによる増加３千株であります。

２．普通株式の自己株式の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

　

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

有価証券報告書

81/91



（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は43,161百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は43,161百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

繰越欠損金 88百万円 35百万円

役員退職慰労引当金 68百万円 71百万円

その他 11百万円 16百万円

繰延税金資産合計 168百万円 122百万円

繰延税金負債 　 　

その他 －百万円 △1百万円

繰延税金負債合計 －百万円 △1百万円

繰延税金資産の純額 168百万円 121百万円

　 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 40.7％

（調整） 　 　

受取配当金等の益金不算入額 △41.5％ △41.5％

交際費等の損金不算入額 2.1％ 3.3％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －％ 1.0％

その他 0.1％ 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.4％ 4.1％

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する

事業年度に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異等については、35.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は12百万円減少し、法人税等調整

額は12百万円増加しております。

　また、欠損金の繰越控除制度が平成24年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の80

相当額が控除限度額とされることによる損益に与える影響はありません。

　　

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。
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(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から18年と見積り、割引率は1.7％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

期首残高（注） －百万円 －百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円 3百万円

時の経過による調整額 －百万円 0百万円

期末残高 －百万円 3百万円

（注）前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 188円32銭 192円99銭

１株当たり当期純利益金額 5円26銭 5円18銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 1,200 1,165

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 1,200 1,165

期中平均株式数（千株） 227,908 224,892

　　

（重要な後発事象）

　当社は、平成24年４月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議

し、自己株式の消却を以下のとおり実施いたしました。

  （1）消却の理由

       発行済株式総数の減少を通じて株主価値の向上を図るために、自己株式の消却を実施する。

  （2）消却の方法

       その他資本剰余金から減額

  （3）消却した株式の種類

　　　 当社普通株式

  （4）消却した株式の総数

　　　 15,000,000株

　（5）消却日

　　　 平成24年５月18日

　（6）消却後の発行済株式総数

　　　 224,487,500株
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

有価証券
その他
有価証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

国庫短期証券（第187回) 500 499

国庫短期証券（第248回) 500 499

国庫短期証券（第252回) 500 499

国庫短期証券（第257回) 500 499

国庫短期証券（第264回) 500 499

国庫短期証券（第260回) 500 499

国庫短期証券（第265回) 500 499

オリックス　コマーシャル・ペーパー 500 499

大和証券キャピタルマーケッツ　コマーシャ
ル・ペーパー

500 499

みずほ証券　コマーシャル・ペーパー 500 499

三菱ＵＦＪリース　コマーシャル・ペーパー 500 499

計 5,500 5,498

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産                             

建物 9 19
9

    (3)
19 0 1 18

車両運搬具 8 12     － 20 8 0 11

工具、器具及び備品 2 3
0

(0)
5 1 0 4

有形固定資産計 20 35 9 46 10 2 35

無形固定資産                             

ソフトウエア     －     －     － 14 11 2 3

無形固定資産計     －     －     － 14 11 2 3

繰延資産                             

社債発行費 70     －     － 70 46 23 24

繰延資産計 70     －     － 70 46 23 24

　（注）１．建物の当期増加額は、本社移転によるものであります。

　　　　２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。　

　　　　３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 14 16 14     － 16

役員賞与引当金 － 11     －     － 11

役員退職慰労引当金 167 30     －     － 197

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金 　

当座預金 2,193

普通預金 2,120

通知預金 160

定期預金 2,100

別段預金 1

郵便貯金 0

合計 6,575

ロ．関係会社短期貸付金

相手先 金額（百万円）

フランスベッド㈱ 4,400

合計 4,400

②　固定資産

関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

フランスベッド㈱ 42,943

France bed International (Thailand) Co.,Ltd. 217

合計 43,161

 

③　流動負債

関係会社預り金

相手先 金額（百万円）

フランスベッド㈱ 11,082

フランスベッドファニチャー㈱ 370

フランスベッド販売㈱ 256

東京ベッド㈱ 728

合計 12,438

 

④　固定負債

社債

　内訳は「１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表」に記載しております。

　

（３）【その他】

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

有価証券報告書

85/91



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――――――――――

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告といたします。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

公告掲載ＵＲＬ　http://www.francebed-hd.co.jp

株主に対する特典

毎年３月31日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された1,000株以上保有の株

主又は登録質権者に対し、一律に株主優待券を発送いたします。なお、この株主優

待券のご利用方法は次の３通りから１つお選びいただけます。 

さらに、上記に加えて、自社グループ指定製品（10指定製品の中から１品）を優

待割引価格でお買い求めいただけます。 

１．株主優待券

①　「フランスベッド株式会社のメディカルショップ、またはプレゼンテー

ションスタジオやショールーム（※１）でご利用」

②　「フランスベッド株式会社のインターネット通販ショップでご利用」

③　「オリジナル優待品（４品の中からいずれか１品）」

２．自社グループ指定製品優待割引価格販売お申込書（※２）

※１　プレゼンテーションスタジオやショールームではお客様に商品を直接販

売しておりませんので、フランスベッド株式会社のお取引先を通してご

利用いただきます。

※２　株主優待券と併用も可能です。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について次の権利以外の権利を行使することができません。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

（4）単元未満株式の売渡しを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第８期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月28日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月28日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第９期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月11日関東財務局長に提出

（第９期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出

（第９期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成23年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

(5) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成23年８月１日　至　平成23年８月31日）平成23年９月15日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年９月１日　至　平成23年９月30日）平成23年10月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年10月31日）平成23年12月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年11月１日　至　平成23年11月30日）平成23年12月15日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年12月１日　至　平成23年12月31日）平成24年１月13日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年１月31日）平成24年２月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年２月１日　至　平成24年２月29日）平成24年３月15日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年３月１日　至　平成24年３月31日）平成24年４月13日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成24年５月１日　至　平成24年５月31日）平成24年６月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成24年６月27日

フランスベッドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 神　　保　　正　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅　　川　　昭　　久　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るフランスベッドホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フラン

スベッドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　

EDINET提出書類

フランスベッドホールディングス株式会社(E02472)

有価証券報告書

89/91



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フランスベッドホールディング

ス株式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　　

監査意見

　当監査法人は、フランスベッドホールディングス株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　

以　上

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成24年６月27日

フランスベッドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 神　　保　　正　　人　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅　　川　　昭　　久　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るフランスベッドホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フランス

ベッドホールディングス株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　

以　上

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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